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 重点戦略の策定目的  

 

 

●平成23年3月、今後の県政運営の指針や方向性を明確にし、県民の皆様と一体となって新しい

長崎県づくりを進める道標とするため、平成23年度から平成27年度まで5年間の計画として「長

崎県総合計画」を策定いたしました。 

 

●「長崎県重点戦略」は、「長崎県総合計画」を実現していくにあたっての毎年度の「実施計画」と

いうべきものであり、県の平成27年度の取組を県民の皆様に分かりやすくお示しするために策

定しています。 

 

●本資料においては、平成27年度当初予算計上事業のほか、平成27年度に関連施策を一体的

に推進することとしている平成26年度2月補正予算（経済対策）のうち、国の「地域住民生活等

緊急支援のための交付金」を活用した事業をあわせて掲載しています。 

総合計画の確かな推進のために 
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Ⅰ 平成 27年度の施策展開の視点  

 

 

（経済の動向）   

●わが国の景気は、緩やかな回復基調が続いていますが、消費者マインドの弱さや海外景気の

下振れなどが、景気を下押しするリスクとなっています。  

●本県の景気も、一部に弱めの動きがみられるものの、全体としては緩やかな回復を続けていま

す。雇用者所得はこのところ持ち直しの動きに一服感がみられるものの、有効求人倍率は11か

月連続で0.8倍台を維持するなど、労働需給は緩やかな改善が続いています。 

 

（施策展開の視点）   

●本県は、県民所得の低迷や人口減少、地域活力の低下といった構造的な課題に直面し、その

解決に向けて、県民所得向上対策をはじめ、様々な施策を講じてまいりました。 

●一方、国においては、直面する人口減少克服・地方創生に向けて、今後目指すべき将来の方向

を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び、今後5か年の目標や具体的な施策を提

示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」をとりまとめ、その対策を講じていくこととしております。 

●平成27年度は長崎県総合計画の最終年度となることから、「人口減少対策」及び「県民所得向

上対策」の充実強化に努め、「しごとを創り、支える」、「まちを創り、支える」、「ひとを創り、支え

る」の３つの視点をもって、重点的に取り組むことにより、「人が輝く、産業が輝く、地域が輝く長

崎県づくり」の実現を目指してまいります。 

総合計画の確かな推進のために 
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Ⅱ 平成27年度政策パッケージの構成  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

施策展開の視点 

１ しごと 

を創り、支える 

政策パッケージ 

★ （1） 製造業 

① 中堅企業支援を核とした競争力強化        
② 海洋エネルギー関連産業をはじめとした新産業の創出 
③ 戦略的、効果的な企業誘致の推進 

★ （2） 農林業 

① いちごやアスパラなど、産地計画の推進による生産力の
強化 

② 日本一の長崎和牛を始めとした県産農産物のブランド
力強化と経営力向上による高収益化 

★ （3） 水産業 

① 藻場・資源の回復と漁業・養殖業の収益性向上 

② 漁業者の確保・経営力強化と本県水産物の販路拡大 

★ （4） 観光業等 

① 世界遺産登録、ＤＣを契機とした魅力ある観光地づくり
と情報発信 

② 海外交流の歴史・文化に根ざした海外誘客 

③ 大消費地をターゲットとした県産品のブランド化と販路
拡大 

★ （5） サービス産業 

① 新サービスの創出等によるサービス産業の活性化 

★ （6） 分野横断的施策 

① 日本最西端、交流の歴史を活かしたアジア・国際戦略 
② 若者、女性、高齢者の活躍促進、産業の担い手確保・

育成 

★ （7） 長崎県移住戦略の推進 

★ （8） 結婚・出産から育児までの一貫した少子化対策の推進 

★ （9） 医療・介護を支える地域ネットワークの構築 

 （10） 教育の充実による未来への投資、人材の育成 

 （11） 消費や食、環境など県民生活の安全・安心の確保 

★ （12） 「しまは日本の宝」戦略等の全力推進 

★ （13） 地域の特色を活かした地域づくりの推進 

★ （14） 地域コミュニティの活性化、ふるさとづくりの推進 

★ （15） 人・産業・地域を支える社会資本の整備促進 

２ ひと 

を創り、支える 

３ まち 

を創り、支える 

★は人口減少・県民所得向上対策に関する政策パッケージ 
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Ⅲ 平成 27年度人口減少・県民所得向上対策（案）の概要  

１ 現状 

１．人口の動向 
○総人口              

2040年に合計特殊出生率が2.07に回復する場合 
さらに社会増減が均衡する場合          

○生産年齢人口比率            
○高齢人口比率              
 
【離島市町】 
○総人口               

2040年に合計特殊出生率が2.07に回復する場合 
さらに社会増減が均衡する場合 

○生産年齢人口比率 
○高齢人口比率 

２．社会減の要因 
○社会減▲5,586人(H25) 
うち15～19歳▲2,532人、20～24歳▲1,862人(H25) 

○高卒進学者8,518人のうち58%、高卒就職者3,857人のうち40%が県外流出 
○県外志向の高校生は県内志向の高校生より「経営の安定性」を重視 
○県外志向の大学生は県内志向の大学生より「働きがい」「自分の能力・専門性を生か
せる」「経営の安定性」を重視 

県外転出先「九州・沖縄▲3,447人」「関東▲1,586人」 
○産業別就業者数の推移(H12-H22)を見ると「卸売・小売業(▲25,174人)」 
 「建設業(▲24,731人)」「製造業(▲12,690人)」の影響大 
○医療、介護、建設、農林水産業分野で担い手不足が顕在化 

３．自然減の動向 
○合計特殊出生率 1.64(全国５位)(H25)(希望出生率1.95) 
人口維持水準2.07には達していない。 

○出生数 14,098人(H12) → 12,004人(H22) 
合計特殊出生率は比較的高いものの若者の県外流出等により出生数は減少 

○未婚率が上昇 42.5%(男性30-34歳) 34.1%(女性30-34歳) 
独身の理由として「適当な相手にめぐり会わない(55.2%)」「自由や気楽さを失いた
くない(26.6%)」「結婚後の生活資金が足りない(22.2%)」 

○理想の子どもの数「３人(58.6%)」に対して、実際に持つことを考えている子どもの
数「３人(36.2%)」 
理想の子どもの数より実際の子どもの数が少ない理由は「経済的負担が大きいから
(70.2%)」「年齢的に出産・子育てが無理だから(47.0%)」「仕事と子育ての両立が困
難だから(30.4%)」 

総合計画の確かな推進のために 

 

143万人(H22)→78万人(H72) 
90万人(H72) 

 109万人(H72) 
60.4%(H22)→49.8%(H72) 
26.0%(H22)→40.5%(H72) 

 
 

13万人(H22)→  4万人(H72) 
5万人(H72) 
9万人(H72) 

54.8%(H22)→46.9%(H72) 
32.2%(H22)→43.3%(H72) 

４．施策の方向性 
① 社会減対策 

若者に魅力的な雇用の場を創出するための「県民所得向上対策」、都市部からの移

住戦略、魅力ある大学づくりを推進。（施策(１)～(７)、(10)) 
② 自然減対策 

「県民所得向上対策」による若者の県外流出抑制、結婚・子育ての希望を実現す

るためのきめ細かな少子化対策を推進。（施策(１)～(８)、(10)) 
③ 人口減少、高齢化社会への対応 

医療・介護を支えるネットワークづくり等の基盤づくりを推進。（施策(９)～(12)） 
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１．しごとを創り、支える 

 若者を地域にとどめ、安心して子育てができる環境をつくるため、県内産業の特性、時代の潮流をとらえ
た「県民所得向上対策」を全力で推進。 

（１）製造業 

① 中堅企業支援を核とした競争力強化 

② 海洋エネルギー関連産業をはじめとした新産業の創出 

③ 戦略的、効果的な企業誘致の推進 

（２）農業 

① いちごやアスパラなど、産地計画の推進による生産力の強化 

② 日本一の長崎和牛を始めとした県産農産物のブランド力強化と経営力向上による高収益化 

（３）水産業 

① 藻場・資源の回復と漁業・養殖業の収益性向上 

② 漁業者の確保・経営力強化と本県水産物の販路拡大 

（４）観光業等 

① 世界遺産登録、ＤＣを契機とした魅力ある観光地づくりと情報発信 

② 海外交流の歴史・文化に根ざした海外誘客 

③ 大消費地をターゲットとした県産品のブランド化と販路拡大 

（５）サービス産業 

① 新サービスの創出等によるサービス産業の活性化 

（６）分野横断的施策 

① 日本最西端、交流の歴史を活かしたアジア・国際戦略 

② 若者、女性、高齢者の活躍促進、産業の担い手確保・育成 

２．ひとを創り、支える 

 都市部からひとを呼び込む仕組みを整備。合計特殊出生率をさらに高めるため、若者の希望を阻む障害
を取り除くための一貫した支援を実施。今後ますます増加する高齢者を支えるネットワークを構築し、元気で
生きがいを持った暮らしを実現。 

（７）長崎県移住戦略の推進 

（８）結婚・出産から育児までの一貫した少子化対策の推進 

（９）医療・介護を支える地域ネットワークの構築 

３．まちを創り、支える 

 多様で独自の自然や歴史、文化などを有するしまは後世に残すべき「日本の宝」。人口減少が急速に進む
しまを守るため、しまの自立的発展を促進。地域の賑わい創出など、地域独自のまちづくりを強力に促進。
人口減少社会を支えるため、地域を誇りに思い、地域を守る強いコミュニティを創造。 

（10）「しまは日本の宝」戦略等の全力推進 

（11）地域の特色を活かした地域づくり 

（12）地域コミュニティの活性化、ふるさとづくりの推進 

２ 施策の方向性 

総合計画の確かな推進のために 
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Ⅳ 平成 27年度政策パッケージに基づく重点事業  

 

１ しごとを創り、支える 

（1）製造業 

①中堅企業支援を核とした競争力強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●（新）ふるさと企業包括支援
事業費（P.62） 

●（新）造船関連産業競争力強
化検討事業費（P.62） 

●（新）戦略産業における人材
育成バックアップ事業費
（P.63） 

○ものづくり競争力強化推進体
制整備事業費 

○地場取引拡大支援事業費 

○県民所得向上推進資金 

○元気なものづくり企業成長応
援事業費 

 

 

 

 

 

●（新）長崎の企業知名度アッ
プ応援事業費（P.63） 

 

 

 

 

○（拡）五島（超小型ＥＶ）プロジ
ェクト推進事業費 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○地域産品のブランド力強化による製造業の振興 

・ 現在、産地ブランドの確立と知名度向上のため、海外での大型展示会や商
談会への出展支援などに取り組んでおり、引き続き、本県の有する豊富な
地域産品（農林水産資源、陶磁器、手延そうめん、手延うどんなど）の付加
価値を高め、事業者の収益を高める取組みを推進していく必要がある。 

・ 窯業については、デザイン・絵付・鋳込等について、商社・販売者から技術
面の要求が高まっており、新感覚を有した人材の確保が急務である。加え
て製造従事者、特に生地・石膏型の後継者不足が顕著となっており、産地
の存続が危ぶまれている。 

 

 

 

●（新）窯業人材育成等産地支
援事業費（P.63） 

○長崎かんころ餅プロジェクト推
進事業費 

○食の総合産業化プロジェクト
事業費 

○産地ブランド確立推進事業費 

○長崎県陶磁器産地ＰＲ・新市
場開拓事業費 

【対策の方向性】・地域産品のブランド力強化 

総合計画の確かな推進のために 

○基幹製造業の振興と地場中小企業への受注量拡大 

・ 現在、中堅企業の技術力、営業力、製品開発力の強化による県外需要の
獲得や、県内企業間の取引拡大の促進、地場企業の工場等の新増設に
対する助成、新分野への進出や新たな事業展開を図る中小企業への支
援等に取り組んでいる。 

・ 本県の産業構造を県内総生産の構成で見ると、製造業が産業全体に占め
る割合は低い（平成23年度：長崎県18.3％、全国平均24.2％）状況にあ
る。 

・ 県内の製造品出荷額に占める輸送用機器の割合は、製造業全体の約
26％と最も高く、その殆どは造船業である。造船業の生産増加による波及
効果が及ぶ範囲は他の業種よりも広い。このため、受注拡大や新規開拓
等に意欲的に取り組む企業を強く後押ししていく必要がある。 

・ また、本県食料品製造業は従業者数30人未満の事業所割合が約9割と
なっている。コンスタントに人を雇用し設備投資できる企業力を育成する必
要がある。 

 

 

 

・ 企業の成長・発展には、優秀な人材の育成･確保が不可欠であるが、優秀
な人材の確保に苦慮している。そこで、企業の大きな成長につながる人材
の確保・育成に向けた取組みを強化する必要がある。 

 

 

・ 国では、人口減少・高齢化時代に対応するコンパクトなまちづくりにも適した
交通手段として、超小型モビリティの普及推進に取り組んでいる。県内企業
がＥＶ製造に参画するには、製造ノウハウを有する人材の育成が不可欠で
ある。 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】・地域経済への波及効果が高い企業への支援強化 

 

【対策の方向性】・優秀な人材の確保・育成対策の強化 

 

【対策の方向性】・ＥＶ等関連産業への県内企業の参画促進 
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②海洋エネルギー関連産業をはじめとした新産業の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

○新たなエネルギー産業の創出支援 

・ 海洋分野の産業づくりを推進するため、海洋産業関連資源の活用策や地
域企業の方向性等を取りまとめた海洋エネルギー関連産業の拠点形成構
想の策定に取り組んでいる。 

・ 既に実証フィールドでの事業企画を携えた国内外企業からの現地調査依
頼等が始まっている。今後は、構想の実現に向けた推進体制を整備し、事
業を推進していく必要がある。 

 

 

●（新）海洋エネルギー関連産
業の拠点形成推進事業費
（P.63） 

●（新）海洋エネルギー実証フィ
ールドビジネスモデル構築事
業費（P.64） 

○ながさき海洋・環境産業雇用
創造プロジェクト事業費 

○大学連携オープンイノベーシ
ョン推進事業費 

○西海プロジェクト推進事業費 

○対馬プロジェクト推進事業費 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 

○環境・エネルギー産業分野における起業化・事業化支援 

・ 国のエネルギー基本計画では、水素社会の実現に向けた取組を加速化し
ていくことが明記されており、平成26年6月にはその実現に向けたロードマッ
プも示された。 

・ 本県においても、国の動きに応じた水素に関連する体制づくりが必要である
が、他県に比べて大きく遅れをとっている。 

 

 

 

 

 

 

 

●（新）長崎県水素戦略策定事
業費（P.63） 

 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・事業者と地場企業との関係構築に向けた体制整備 

・誘致すべき実証や事業化プロジェクトの具体化と当該企業への働き
かけ 

【対策の方向性】 

・本県の地域特性に沿った、水素利活用の方針・戦略・ロードマップの
策定、水素を活用した漁業のスマート化、県内水素源の掘り起こし 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

●（新）創業・起業支援事業費
（P.63） 

 
 

○きめ細かな支援による創業促進 

・ 本県の開業率はH25で4.3％と、全国平均の4.8％を下回る状況にある。 

・ 民間活力を高めていくためには、開業率を引き上げ、雇用を生み出し、産
業の新陳代謝を進めていくことが重要。 

・ 産業競争力強化法では、地域の創業を促進させる施策として、市町が民
間事業者と連携し、創業支援を行っていく取組を応援することとしており、
今後は、市町を中心とした新たな枠組みにおいて、創業関連情報の提供そ
の他支援に取り組む必要。 

【対策の方向性】・創業者の増加、育成促進 

 

●（新）ロボット関連産業創出支
援事業費（P.64） 

 
 

○ロボット関連産業の創出支援 

・ 国は「ロボット新戦略」をとりまとめ、ロボットの市場規模を2020年には製造
業では2倍、非製造業で20倍に拡大させることとしている。 

・ 本県においては産業用ロボットが一部で製造されているに留まっている。 

【対策の方向性】 

・将来的なロボット関連産業の創出に向けた調査等の実施 
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１ しごとを創り、支える 

（1）製造業 

③戦略的、効果的な企業誘致の推進 

総合計画の確かな推進のために 

 

●（新）企業誘致総合展開推進
事業費（P.63） 

○企業立地推進助成事業費 

○企業誘致特別強化対策費 

○市町営工業団地整備支援事
業費 

 

○戦略的、効果的な企業誘致の推進 

・ 県内には優秀な人材が多く、地震、津波が少ない、アジアに近いという地
理的優位性があり、北部九州には自動車産業が集積し、関連企業の立地
も期待されること、金融機関を中心に震災後のＢＣＰ（業務継続計画）拠点
を求める動きが活発化していることなどから、自動車関連や産業用機械関
連、精密機器関連企業などの誘致、交通アクセスに左右されにくい事務系
企業の誘致などを積極的に推進している。 

・ また、県内には大規模な内陸型工業団地が不足しているため、整備中の
工業団地の着実な事業進捗を図るとともに、大規模工業団地整備に取り
組む市町に対し、売れ残りリスクを軽減する支援策を講じている。 

・ 一方、一定の床面積を有するオフィスビルが不足しており、受け皿を確保
するための早急な対応が必要である。 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 

【対策の方向性】 

・民間を活用した企業情報収集等の強化 

・誘致の受け皿整備の促進 
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（2）農林業 

①いちごやアスパラなど、産地計画の推進による生産力の強化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

（現状・課題） （H27主な事業） 

  

●（新）輝く園芸産地実現緊急
支援事業費（P.68） 

○農業生産新技術普及支援事
業費 

○構造改善加速化支援事業費 

○加工業務用産地育成整備推
進事業費 

 

 

 

 

 

●（新）新規品目等チャレンジ
農業支援事業費（P.69） 

 

 

 

 

 

●（新）ながさきオリジナル新品
種開発推進事業費（P.69） 

 

 

 

 

 

 

●（新）畜産クラスター構築事
業費（P.69） 

●（拡）長崎和牛生産強化促進
事業費（P.69） 

●（新）長崎和牛肥育経営体育
成強化事業費（P.69） 

●（拡）肉用牛経営活力アップ
事業費（P.69） 

○（新）家畜生産性向上対策事
業費 

 

 

 

○生産規模拡大 

・ 平成２５年度から品質向上、多収化、作付拡大、増頭により増収を目指す
２８２の地域別・品目別の産地計画の実現に向けた支援を行っている。 

・ 産地計画全体として販売額は向上しているが、担い手の減少が栽培面積
の縮小に直結している産地もあり、生産基盤の確立・強化を図る必要があ
る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 共同生産・共同出荷による取組みの成果を、地勢的に大規模化が難しい
地域にも速やかに波及させる必要がある。 

 

 

 

 

 

・ 本県の主力品目である「いちご」等について、ブランド力の強化を図るため、
本県独自のオリジナル品種の育成が必要である。 

 

 

 

 

 

（畜産業） 

・ 繁殖牛経営では高齢化による廃業、肥育牛経営では素畜費の高騰等によ
る採算性悪化により飼養頭数が減少している。 

・ 肥育牛・繁殖牛の維持・増頭を実現するためには、地域の関係者が一体と
なった増頭体制の構築が必要である。 

・ コスト縮減と実質的な増頭が可能となる肥育期間短縮技術の早期普及を
行う必要がある。 

・ 肉用牛経営全体のレベルアップと段階的な規模拡大の促進を図る必要が
ある。 

・ 酪農及び養豚における夏季の暑熱による生産性低下を克服するため、暑
熱対策資機材の導入を図る必要がある。 

 

 

【対策の方向性】 

・「いちご」や「かんきつ類」のブランド力を強化するため、消費者ニーズ
に対応したオリジナル品種の開発 

【対策の方向性】 

・産地計画と農地の流動化、担い手確保等生産基盤づくりの一体的
推進 

・産地計画のカバー率向上 

・県の重点推進品目のうち、いちご・アスパラに対する支援策強化 

【対策の方向性】 

・新規品目や地域内流通を目指した少量多品目による産地形成を推
進 

【対策の方向性】 

・地域の関係者が一体となって肥育牛・繁殖牛の維持・増頭体制につ
いて検討を実施する畜産クラスター体制を構築 

・担い手の確保や増頭に向けた施設整備、粗飼料流通組織等の立上
げ・育成並びにICT技術を活用したスマート放牧の実証 

・優良雌牛導入に係る支援の拡充 

・コスト縮減と実質的な増頭により収益性向上を目指す肥育期間短縮
技術の普及の早期化 

・空き牛舎等の有効活用による増頭体制の整備 

・生産性向上に向けた低投資型の暑熱対策資機材の実証試験の実 
施 
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１ しごとを創り、支える 

（2）農林業 

②日本一の長崎和牛を始めとした県産農産物のブランド力強化と経営力向上による高収益化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

○6次産業化の推進 

・ 農業者等の6次産業化を支援するため、県にサポートセンターを設置し、個
別相談や事業計画の具体化に対応するため専門家を派遣するなど、「六
次産業化・地産地消法」に基づく総合化事業計画の認定と事業の実施に
向けて、引き続き支援していく。 

・ 「長崎四季畑」のブランド定着と認証商品の販売額向上を一層進めるた
め、県内外での認知度向上、取引拡大を強化する必要がある。 

 

●（新）長崎ブランド農産加工品
ビジネス支援事業費【再掲】
（P.69） 

○６次産業化ネットワーク活動
事業費 

 

 

○価格・流通対策 

・ 農業団体が行う量販店での試食販売やフェア開催、産地が独自に取り組
む農産物PRや販売促進への支援に取り組んでいるが、「長崎棚」の設置ま
でには至っていないため、引き続き、販売促進等を支援していく。 

・ 長崎和牛の県外での認知度は高いとは言えない状況であり、引き続き、長
崎和牛の良さや産地の特徴を消費者に直接訴求するPRや長崎和牛を購
入・飲食できる店舗を増やす取組みを推進していく。 

・ 本県農産物等のブランド力向上を図るため、食品の新たな機能性表示制
度を活用した取り組みが必要。 

・ 農産物の地産地消を推進するため、生産・販売体制の強化、県内利用の
拡大や県産農産物に対する県民意識の醸成等に取組み、地域で面的に
まとまった県産品の利用拡大を図る必要がある。 

 

     

・ 県産材価格の安定を目指して県外の大型製材工場と協定取引を行ってい
るが、ロットが小さく価格交渉力は弱い。価格を安定させるには、木材供給
体制を強化し、県内外の製材工場への協定取引を拡大する必要がある。 

・ 県産材の供給量が増加するなか、低質材の需要拡大に繋がるCLTの生産
体制の研究を進めるとともに、県産材の消費拡大に向けたＰＲの必要があ
る。 

               

 

●（新）長崎ブランド農産加工品
ビジネス支援事業費（P.69） 

●（新)ながさき地産地消推進
事業費（P.69） 

○（新）県産農産物機能性表示
導入加速化事業費 

○長崎農産物販売強化事業費 

○長崎和牛流通強化促進事業
費 

 

 

 

 

●（拡）木材流通拡大事業費
（P.70） 

 

 

【対策の方向性】・県産農産物の販売促進強化、消費拡大 

【対策の方向性】・県産材の利用推進 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 

 

●（新）地域労力支援システム
強化支援事業費（P.69） 

 

○規模拡大対策 

・ 経営規模拡大等に必要な労力を確保するため、地域労力支援システムを
構築したが、雇用労力に対する需要の更なる拡大が見込まれるため、多様
な人材の確保等により労力支援システムの機能向上を図る必要がある。 

 
【対策の方向性】 

・農作業支援者に係る多様な人材の確保と技術力の向上 

【対策の方向性】・認知度向上による取引拡大 

【対策の方向性】・認知度向上による取引拡大 

 

 

●（拡）新規就農者対策費
（P.68） 

 

○就農者の確保 

・ 新規就農者の確保・育成を図るため、就農希望者に対する技術習得研修
や就農後のフォローアップ等を実施している。 

・ 担い手の減少等に伴い生産基盤の縮小が危惧されることから、就農希望
者を広く呼び込み、担い手の確保や産地の維持・拡大を図る必要がある。 

【対策の方向性】 

・新規就農者の受け入れを希望し、研修先・就農農地の態勢を整えた
産地や法人を対象に、受入団体等登録制度を新たに構築し、情報
発信から就農に至るまでを一体的に推進 
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（3）水産業 

①藻場・資源の回復と漁業・養殖業の収益性向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

  

●（新）藻場回復等総合推進事
業費（P.65） 

●（新）資源管理計画高度化推
進事業費（P.66） 

●（新）ながさきの海総合利用
対策事業費（P.66） 

●重要資源育成支援事業費
（P.66） 

●ヒラメ資源回復共同放流推進
事業費（P.66） 

●省エネ転換緊急対策事業費
（P.65） 

 

 

 

 

○漁業生産量の回復 

・ 漁業者による自主的な資源管理計画策定を進め、幼稚仔の生育場等の
漁場整備や藻場回復の取組推進、種苗放流に取り組んでいるが、資源状
態が維持・回復した魚種数は限定的であり、漁業生産量も低迷している状
況にある。 

・ 資源管理については、資源状況が厳しい魚種が多いことから、効果的な資
源管理に取り組むため、漁業者による資源管理計画の自己点検などにより
水産資源の適切な管理を行う必要がある。また、放流魚の生息環境や経
済性を重視した放流技術の確立を進めていくことが重要である。 

・ あわせて、収益性の高い漁業構造への転換を更に進めていくため、漁業種
類の多角化、省コスト化などに取り組んでいく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・効果的な資源管理の推進、新たな藻場回復技術の導入、漁場の高
度利用推進 

 

 

●（新）強い養殖業経営体づくり
総合対策事業費（P.66） 

●（新）収益性向上養殖技術開
発事業費（P.66） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○養殖業の振興 

・ 魚価が低迷する魚種から市場価値が高い新魚種への転換を進めている
が、ハマチ・マダイからの転換は十分でなく、ある程度の計画生産が可能な
養殖業については高品質化を更に進めるとともに、魚種の多様化や貝・藻
類養殖の導入を推進する必要がある。一方、クロマグロ養殖の生産量は順
調に伸長しているが、マグロ資源の減少による種苗確保が課題となってい
る。 

・ このほか、陸上養殖技術の更なるコスト低減、技術の高度化や赤潮被害に
よる経営の悪化も養殖業の課題である。 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・経営の多角化・高品質化・協業化等の推進 

・高級新魚種や優良品種の導入、養殖技術開発等の推進 

・赤潮被害対策の強化 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 
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１ しごとを創り、支える 

（3）水産業 

②漁業者の確保・経営力強化と本県水産物の販路拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

  

●(新)水産経営支援事業費
（P.65） 

●（新）新水産業収益性向上・
活性化支援事業費（P.65） 

○経営体の育成 

・ 漁業用資材等の高騰によるコスト増や魚価低迷等により漁業者は経営の
安定・維持に苦慮しており、厳しい環境の中でも安定的に漁業を維持できる
経営力の強化が重要な課題である。 

 

 
【対策の方向性】・経営感覚を持った生産者の育成推進 

 

●(新)水産県ながさき販売パワ
ーアップ事業費（P.66） 

●（新）地域創業支援に向けた
総合水産試験場の基盤整備 

  事業費(P.67) 

●水産バイヤー・トレード事業費
（P.67） 

○ながさきのおいしい魚推進事
業費 

○加工・流通・販売対策 

・ 「長崎県水産物販売戦略」に基づき、生産者及び流通関係者並びに行政
等が一体となった安定的取引の拡大や消費者ニーズに即した「売れる商
品づくり」等に取り組んでいる。 

・ 養殖生産量日本一のトラフグは生産額・単価が低下しており、また、出荷尾
数日本一の養殖マグロは順調に推移しているが、ともに県内での販売促進
が課題となっている。 

・ 平成「長崎俵物」の販売額は順調に伸びているが、全国規模で売れる商品
には至っていない。引き続き、売れる商品づくりに向けた商品開発、水産加
工業者のボトムアップなどの生産体制・流通体制の構築に取り組んでいく必
要がある。 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・養殖トラフグ、マグロの販売促進強化 

・売れる商品づくりに向けた商品開発、生産・流通体制の構築支援 

 

○6次産業化の推進 

・ 漁家所得向上のひとつの手法として、観光県としての強みを活かした地域
の漁業資源の更なる活用が考えられる。漁業体験や魚食の観点等から検
討を進め、新たな観光資源として活用していく必要がある。 

・ また、産地加工の推進による所得向上も有効な手法と考えられる。消費者
ニーズに合わせ、産地での１次加工処理し、需要の開拓及び拡大を図る取
組みへ支援することにより、産地加工を推進していく必要がある。 

 

 
【対策の方向性】・地域資源の活用強化 

●（新）新水産業収益性向上・
活性化支援事業費【再掲】
（P.65） 

●（新）水産県ながさき販売パワ
ーアップ事業費【再掲】
（P.66） 

 

●（新）漁業就業者確保育成総
合対策事業費（P.66） 

●（新）未来に繋ぐ漁村塾事業
費（P.66） 

 

○漁業就業者の確保 

・ 新規就業者は着業から3年以内に約20％が離職しており、定着化に向け
た取組が必要である。 

・ また、本県漁業者の年齢別構成は、中核となるべき40～59歳の割合が約
35％、65歳以上が約34%であり、漁村地域をけん引し、活性化に繋げる中
核漁業者の育成とともに、高齢化した漁業者が働きやすい環境づくりが必
要である。 

 【対策の方向性】・幅広い年代にわたる漁業就業者の確保・育成 

総合計画の確かな推進のために 
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（4）観光業等の強化 

①世界遺産登録、ＤＣを契機とした魅力ある観光地づくりと情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 ○（新）観光地の魅力創出・集
客力アップ対策事業費 

○（拡）長崎県総おもてなし運動
推進事業費 

○２１世紀まちづくり推進総合支
援事業費 

 

 

●（新）自然ふれあい情報強化
事業費（P.58） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域資源を活かした観光まちづくりの推進 

・ 県民総参加によるおもてなし力の向上や、体験型観光の推進など、地域資
源を活かした魅力的な観光地づくりに取り組んでいる。 

・ 観光客が増加傾向にあるこの好機を活かし、地域の取組みを促進し、更な
る観光地の魅力アップに繋げていく必要がある。 

 

 

 

・ 昨今の健康志向、ウォーキングブームを背景に九州自然歩道や自然公園
の利用は中高年層、韓国人が多い傾向にある。 

・ 世界遺産登録を目指す教会群はキリスト教関連施設であり、今後、欧米人
や韓国人の増加が予想される。このため、ルートマップ等の情報提供ツー
ルを整備し、効果的な情報提供の充実が必要である。 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】・観光地の魅力向上の取組み強化 

 

【対策の方向性】・九州自然歩道・自然公園施設の情報発信強化 

●（新）長崎デスティネーション
キャンペーン推進事業費
（P.53） 

○「ひかりと祈り 光福の街 長
崎」キャンペーン事業費 

○県内観光地周遊促進対策事
業費 

 

 

 

 

 

 

○ストーリー性を活かした情報発信 

・ 平成25年観光客延べ数は3,130万人で、10年ぶりに3,000万人を超え、
平成14年以降で最多、延べ宿泊者数も652万人で、対前年比で8.9％増
加するなど、総合計画目標値の700万人達成に向け順調に推移している
が、エリア別で伸び悩んでいる地域も見受けられる。 

・ 首都圏や関西圏等を中心に、「ひかりと祈り 光福の街 長崎」をテーマ
に、、２つの世界遺産候補のストーリー性を訴求する情報発信、平成28年
秋の全国最大規模の観光キャンペーンである「ＪＲデスティネーションキャ
ンペーン」を契機とした観光素材の磨き上げや全国への重点的な情報発信
が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・ＪＲデスティネーションキャンペーンを契機とした観光素材の磨き上げ
や重点的な情報発信による県内周遊、宿泊滞在型観光の推進 

○世界遺産を活用した交流拡大に向けた受入体制の整備 

・ 県内５市２町の広範囲にわたる「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」や県
内各地の観光地間を効率的に周遊するための利便性の高い２次交通アク
セスが不足している。また、観光案内板やトイレなど、観光客の利便性向上
のための施設整備も必要である。 

・ また、２つの世界遺産候補と各地域が有する観光資源を活かした魅力的
な着地型商品や交流プログラムの開発、情報発信の強化とともに、「長崎
の教会群とキリスト教関連遺産」の世界遺産登録に向けて、地域の理解や
協力のもと、県、関係市町、観光関係者、ＮＰＯ等が一体となり、各地域が
抱える課題を解決しながら地域への経済効果を生み出す仕組みづくりを構
築する必要がある。 

 

 

●（新）外国人観光客受入環境
整備推進事業費（P.54） 

○「明日の世界遺産」海外誘客
対策事業費 

○世界遺産受入体制整備促進
事業費 

○２１世紀まちづくり推進総合支
援事業費【再掲】 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

○国の緊急経済対策に対応した消費喚起の推進 

・ 国の地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地域消費喚起・生活
支援型）を活用し、地域における消費喚起の推進に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】・宿泊客の増加及び消費額拡大の促進 

 

●（新）長崎誘客拡大支援事業
費（P.55） 
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１ しごとを創り、支える 

（4）観光業等の強化 

②海外交流の歴史・文化に根ざした海外誘客 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 ○長崎の強みを活かした観光客の誘致 

・ 円安による旅行費用の割安感の浸透、東南アジア諸国のビザ緩和（H25年
7月～）等が要因となって、平成25年訪日外客数は政府目標の１千万人
を初めて突破（前年比24.0%）し、本県においてもH25外国人延べ宿泊者
数（県観光統計）が、45.7万人、前年比27.3%と高い伸びを示している。 

・ これは、韓国ＬＣＣ・ジンエアーの就航（平成25年7月）、対馬を訪れる韓国
人が過去最高の18万人に達したこと、日中関係が厳しい中で中国人観光
客が増加したこと（訪日外客数（国全体）は7.8％減）などに加え、中国企
業・団体インセンティブツアー誘致、台湾からの体験民泊、タイ映画誘致と
関連プロモーション等の新たな視点に着目した誘致対策が奏功したもので
あるが、さらに拡大させていくためには、海外の各市場で訴求力が高い観光
資源・観光素材の再構築、商品化、情報発信の強化が必要である。 

 

 

●（新）ディスカバー長崎海外誘
客対策事業費（P.54） 

●（新）外国人観光客受入環境
整備推進事業費【再掲】
（P.54） 

○（新）国際観光ステージアップ
推進事業費 

○海外新テーマ型旅行誘致拡
大事業費 

○国際航空路線活性化（FIT対
応）事業費 

○「明日の世界遺産」海外誘客
対策事業費【再掲】 

○県内空港活性化推進事業費 

○統合型リゾート導入検討事業
費 

【対策の方向性】 

・観光資源・素材を再構築し、新たな手法による効果的な情報発信を
展開 

○外航クルーズ客船の誘致拡大 

・ 本県港の地理的優位性や観光地としての魅力を活かして、アジア圏を中心
に幅広い市場からの誘致に取り組んでいる。尖閣諸島問題等の外的要因
が影響し、平成25年クルーズ客船入港数は前年に比べて大きく減少した
が、平成25年中に取り組んだ国内、中国、台湾、欧州セールスに加え、佐
世保港三浦岸壁への誘致が奏功し、平成26年は入港数92回、乗船者数
約22万人と過去最高を記録した。 

・ 平成27年は中国発着クルーズの入港の大幅増加に加え、船舶の大型化
が予定されているため、これに対応した受入体制の改善・強化に取り組む
必要がある。 

・ また、平成27年4月には佐世保港国際旅客ターミナルが供用開始予定で
あるため、同港への誘致を一層強化し、県北地域への経済効果波及を図
る必要がある。 

 

●（拡）大型客船誘致促進プロ
ジェクト推進事業費（P.54） 

○（新）長崎港常盤南地区駐車
場拡張工事 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・佐世保港への外国客船の誘致強化、釜山広域市との連携による誘
致を新たに展開 

総合計画の確かな推進のために 
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③大消費地をターゲットとした県産品のブランド化と販路拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）サービス産業 

①新サービスの創出等によるサービス産業の活性化 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

  

●(新)介護周辺・健康サービス
事業化促進事業費（P.64） 

●（新）地域ビジネス発展支援
事業費（P.64） 

●（新）クリエーター支援事業費
（P.64） 

○（新）地域拠点商店街支援事
業費 

○県外需要獲得支援事業費 

○ネットではばたく通信販売支援
事業 

○観光客を魅了する全国区商
店街創造プロジェクト事業費 

○「長崎の飲食文化」活性化支
援事業費 

○介護周辺・健康サービス応援
資金 

○サービス産業の振興 

・ 人口減少が顕著となっている本県において、引き続き経済の活力を維持し
ていくためには、総生産額に占める割合が高いサービス産業の振興を図っ
ていく必要があり、平成26年度から「県外需要の取込」「新サービスの創
出」及び「生産性の向上」を柱として掲げ、サービス産業の振興に取り組ん
でいる。 

・ 人口減少や少子高齢化が進展する中、小規模事業者は、地域における需
要や雇用を担い、地域経済の安定と地域住民の生活の向上や交流の促
進に寄与する極めて重要な存在であり、小規模事業者の経営力を強化し、
地域経済の活性化に繋げていく必要がある。 

・ また、介護周辺・健康サービス業の市場は今後ますます拡大することが見
込まれる一方、サービスに対する消費者の認知や事業化に係る資金調達
等が課題となっている。 

【対策の方向性】 

・介護周辺・健康サービス業分野の事業化の推進 

・小規模事業者への支援強化による地域ビジネスの発展 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

 

●（新）関西ＰＲ戦略＆商圏開
拓事業費（P.54） 

●（新）「長崎うまかもんショップ」
開設事業費（P.55） 

○ながさき「食の魅力」総合発
信事業費 

 

 

○県産品のブランド化と販路拡大 

・ これまで首都圏や関西圏においては、パートナーシップ協定企業（㈱阪食）
等の長崎フェアが定着化しているが、長崎県産品の認知度は低く、継続性
をもった長崎の魅力発信が必要である。 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 

【対策の方向性】 

・九州新幹線西九州ルート開業を見据えた関西PR戦略の構築 

・長崎県産品のブランド化とさらなる販路拡大 

○国の緊急経済対策に対応した消費喚起の推進 

・ 国の地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地域消費喚起・生活
支援型）を活用し、地域における消費喚起の推進に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】・長崎県産品の消費拡大を促進 

 

 

●（新）「長崎うまかもんショップ」
販売拡大事業費（P.55） 

●（新）長崎県産品ネット等ＰＲ・
販売拡大事業費（P.55） 

●（新）長崎県産品消費拡大事
業費（P.55） 
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１ しごとを創り、支える 

（6）分野横断的施策 

①日本最西端、交流の歴史を活かしたアジア・国際戦略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○アジア地域における相互交流の拡大 

・ 上海市・釜山市とのトライアングル交流推進に向けて、文化交流、青少年
交流、観光交流など様々な分野における包括的な３地域交流会議の立ち
上げについて、両市と合意形成に向けた意見交換を行うことが必要。 

・ 中国-長崎、韓国-長崎の２地域間の交流事業を可能なものからトライアン
グル化していく取組みが必要。 

 

 

 

・ 日韓海峡沿岸県市道交流知事会議を通じ、日韓8県市道は協力して、
PM2.5やオキシダント等地域共通の課題に関する事業を実施し、一定
の成果が得られている。また中国福建省環境保護庁とは協定を締結
し、環境技術における相互の人材交流を行なっているが、大気汚染や
放射線、排水処理対策等について、問題意識が強く技術交流の継続
を要望されている。 

 

 

 

●（新）東アジア相互交流推進
事業費（P.54） 

○（拡）中国プロジェクト重点推
進事業費 

○（拡）韓国プロジェクト重点推
進事業費 

 

 

●（新）長崎発東アジアの環境
技術発信事業費（P.58） 

 

【対策の方向性】・東アジアへの環境技術の発信 
 

【対策の方向性】・トライアングル交流の実現に向けた体制の構築 

○国際定期航空路線の利用促進・チャーター便の誘致 

・ 現在、長崎空港には、上海線（週2便）及びソウル線（週3便）の2つの国際
定期航空路線が就航している。 

・ 国際チャーター便については、平成25年度は継続的な誘致活動により、台
湾及び香港から77のプログラムチャーター便が実現するなど好調に推移し
たが、更なるチャーター便誘致には、伸長著しい東南アジアの新たな地域
との相互乗り入れ型（２ＷＡＹ）チャーターが不可欠。国の「ビジット・ジャパ
ン事業」においては、2020年に2,000万人の訪日外国人を呼び込むことと
しており、本県もアジア地域の活力を取り込むべく、国際チャーター便のみ
ならず、新たな国際定期航空路線の誘致についても取り組んでいく必要が
ある。 

・ また、長崎空港の運用時間が22:00までのため、東京発の最終便が19：30
となっている。国際チャーター便の運航においても、夜間発着の要望がある
ことから、長崎空港の利便性向上の観点から、運用時間の延長について取
り組んでいく必要がある。 

 

●県内空港活性化推進事業費
（P.51） 



 

16 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

 

 

○ながさき農産物輸出促進事
業費 

○輸出農産物防除体系確立事
業費 

 

 

●水産物輸出促進事業費
（P.67） 

 

 

 

 

 

 

 

●（新）長崎県産品海外販路拡
大事業費（P.55） 

○長崎県産品海外ブランド化事
業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

○輸出促進 

（農産物） 

・ 東アジア・東南アジアへの本格輸出に向けて行った輸出可能性調査結果
を基に、産地と信頼できる輸出入業者とのマッチング等に取り組んでいく。 

・ 平成26年度に本格輸出に向けて長崎県農産物輸出協議会を創設。オー
ル九州での商談会への参加や水産物輸出との連携など、輸出の機会を増
やす取組みを始めている。 

（水産物） 

・ これまで重点的に取り組んできた東アジア地域の平成25年度鮮魚等輸出
金額は4.6億円と過去最高を記録し、また、新たに輸出を開始した米国等
も好調に推移している。一方、東南アジア・中東諸国等についても、輸出開
始を目指し、各国の需要等に関する有益な情報の収集に取り組んでいく。 

・ また、EU向け輸出に必要なEU・HACCPの認定に関し、水産庁が認定機
関として追加されることとなった。今後、対EU・HACCPを取得する水産加
工施設の増加に向け、EU向けの輸出体制の強化など、輸出を取り巻く
環境が変化する中、持続的輸出や輸出拡大に向け、輸出相手国の基
準に即した施設整備等を段階的に進めていく必要がある。 

（県産品） 

・ これまで、東アジア等に向け、県産品のＰＲを実施してのブランド化に取り組
むとともに、新たな流通ルートの開拓や県内企業と現地輸入商社とのマッチ
ング等などによる輸出拡大に取り組んできたことにより、一定輸出額が拡大
されてきている。 

・ 更なる輸出拡大には、貿易及び県内企業に精通している県内商社を中心
とした企業間取引において、販路を開拓・拡大していくことが必要である。併
せて、メディアを活用したPR等による県産品のブランド化への取り組みも必
要である。 

 

 【対策の方向性】 

・県内企業・県内商社の連携強化による輸出拡大の促進 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 

●（新）ベトナム人材活用・経済
交流促進事業費（P.63） 

●（新）中小企業海外展開支援
プラットフォーム事業費
（P.63） 

○東アジアビジネス展開プロジェ
クト推進事業費 

○海外展開支援プロジェクト推
進事業費 

 

○県内企業の海外展開支援 

・ 少子高齢化・人口減少により国内市場が長期にわたり縮小していくなか、
県内企業が今後も成長を続けていくためには、経済発展を続けている東ア
ジア等の活力を取り込んでいくことが必要である。 

・ 本県で活動する外国人技能実習生は1,５00名以上（H26時点）に上るが、
実習期間終了後の人材を十分に活用できていない。特にベトナムは実習
生の送出しに熱心であり、経済交流の機運も高まっていることから、今後本
県企業の海外展開を担う人材として実習生を積極的に活用する必要があ
る。 

・ また、現在、ビジネスサポートデスク設置や市場調査、実証事業、ODA関連
事業等により、県内企業の海外展開を支援しているが、県内中小企業等に
よる海外需要の獲得に向けた動きを促進するには、県内中小企業の海外
展開意欲の向上や関係支援団体の連携強化等に取り組む必要がある。 

 

 【対策の方向性】 

・外国人技能実習生を活用した経済交流の推進 

・海外展開支援のプラットフォームの構築 
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１ しごとを創り、支える 

（6）分野横断的施策 

②若者、女性、高齢者の活躍促進、産業の担い手確保・育成 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

 ○新卒、若年者の就業促進 

・ 企業の成長・発展には、優秀な人材の育成･確保が不可欠であるが、優秀
な人材の確保に苦慮している。そこで、企業の大きな成長につながる人材
の確保・育成に向けた取組みを強化する必要がある。 

 

 

・ 少子高齢化による労働人口の減少に加え、他業種の求人増加に伴い、介
護・福祉人材関係の有効求人倍率が常時１を上回り、介護・福祉分野の
人材の確保が困難な状況にある。一方、高齢化に伴い、認知症高齢者や
重度介護者は今後も増加し、介護サービス利用者は増加すると見込まれ
ており、早急な人材確保対策が必要である。 

・ また、地域包括ケアシステムの構築に当たっては、質の高い介護・福祉人
材を安定的に確保する必要がある。そのため、介護職場での「参入促進」、
専門性を高める「資質の向上」、雇用環境の改善や処遇改善による「環境
の改善」の取組が必要である。 

 

 

 

●（新）長崎の企業知名度アッ
プ応援事業費【再掲】（P.63） 

○総合就業支援センター運営
等事業費 

 

 

 

●（拡）福祉人材センター運営
事業費（地域医療介護総合
確保基金事業費）（P.59） 

 

 

【対策の方向性】・優秀な人材の確保・育成対策の強化 

 

【対策の方向性】・医療・介護・福祉人材の確保及び定着促進 

【対策の方向性】・認知度向上による取引拡大 

 

 

●（拡）新規就農者対策費【再
掲】（P.68） 

 

○就農者の確保 

・ 新規就農者の確保・育成を図るため、就農希望者に対する技術習得研修
や就農後のフォローアップ等を実施している。 

・ 担い手の減少等に伴い生産基盤の縮小が危惧されることから、就農希望
者を広く呼び込み、担い手の確保や産地の維持・拡大を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】 

・新規就農者の受け入れを希望し、研修先・就農農地の態勢を整えた
産地や法人を対象に、受入団体等登録制度を新たに構築し、情報
発信から就農に至るまでを一体的に推進 

 
 

○女性の活躍促進 

・ 女性のライフステージに応じたきめ細かな就業・起業支援、キャリアアップ
支援等をワンストップで実施する相談窓口の運営や女性の活躍推進に向
けた企業への働きかけ、気運醸成のためのフォーラム等に取り組んでいる。 

・ 労働力人口が減少する中で女性の就労促進が必要であり、女性の活躍促
進には、仕事と子育ての両立支援などの「働きやすい環境づくり」と「女性の
登用促進」への取組みが必要である。 

 

●（新）ながさき輝く女性応援プ
ロジェクト費（P.57） 

●（新）企業活性化のための全
員参加型職場環境づくり支援
事業費（P.64） 

○総合就業支援センター運営
等事業費【再掲】 

○女性就労総合サポート事業
費 

○女性「農」力向上支援事業費 

 

 

【対策の方向性】・女性の人材育成と働きやすい環境の整備強化 

 

●（新）漁業就業者確保育成総
合対策事業費【再掲】（P.66） 

●（新）未来に繋ぐ漁村塾事業
費【再掲】（P.66） 

 

○漁業就業者の確保 

・ 新規就業者は着業から3年以内に約20％が離職しており、定着化に向け
た取組が必要である。 

・ また、本県漁業者の年齢別構成は、中核となるべき40～59歳の割合が約
35％、65歳以上が約34%であり、漁村地域をけん引し、活性化に繋げる中
核漁業者の育成とともに、高齢化した漁業者が働きやすい環境づくりが必
要である。 

 【対策の方向性】・幅広い年代にわたる漁業就業者の確保・育成 
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２ ひとを創り、支える  

（7）長崎県移住戦略の推進 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○移住促進 

・ 全国的にＵＩターン促進の取組みが展開され、地域間競争が激化しており、
市町と連携した住まい・仕事・暮らしやすさに関する受入環境や首都圏にお
ける相談窓口のさらなる充実が必要である。 

 

 

 

 

●（新）新・ながさき暮らしＵＩター
ン促進プロジェクト費（P.51） 

●（新）高齢者移住促進事業費
（P.51） 

●（新）しまへの若者定住支援
事業費（P.52） 

●（新）ＵＩＪターン助成金交付事
業費（P.64） 

●（新）ふるさと就職応援プロジ
ェクト事業費（P.64） 

●（新）長崎型移住促進空き家
活用事業費（P.71） 

●長崎をかえる人財誘致プロジ
ェクト推進費（P.51） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】・移住戦略の構築・推進 
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２ ひとを創り、支える 

（8）結婚・出産から育児までの一貫した少子化対策の推進 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○結婚・出産支援 

・ 独身男女が安心して参加できるイベント情報をメールマガジンやホームペー
ジにより提供するとともに、離島部等におけるイベントへの助成等を実施して
いる。 

・ ながさきめぐりあい事業は、個人参加のシステムになっており、グループ活
動などでお付合いが始まるケースも多いという若い世代の意見には対応で
きていない。また、地域めぐりあい創出事業は、参加者が同じ顔ぶれとなり、
成婚に繋がりにくい状況がある。 

・ 縁結び隊が結婚を望む多くの独身者のマッチングを効果的に行うためには
より多くの情報を収集することが必要である。このため、市町や民生委員、
各種団体と連携を図りながら取り組んでいく必要がある。 

・ 女性の第１子出産年齢上昇とともに不妊に悩む方も増えているほか、妊娠
等に関する知識不足から出産リスクが高まることにもなり、若い世代から、
妊娠や出産について正しい知識を身につける必要がある。 

・ 核家族化等で、産後、子育ての負担感や不安を抱えながら手助けが得ら
れない母親も増えており、支援が必要である。 

                     

 

●（新）婚活サポート事業費
（P.61） 

●（新）健やかな妊娠・出産サポ
ート事業費（P.61） 

●（新）子どもは宝文化醸成事
業費（P.61） 

○ながさきめぐりあい創出事業
費 

○特定不妊治療費助成事業費 

 

○育児支援 

・ 子どもを持つ人が実際に持つことを考えている子どもの数（2.43人）は、理
想とする子どもの数（2.82人）を下回っている。 

・ 特に、理想とする子どもの数は3人と回答する者が約6割であるのに対し、
実際に持つことを考えている子どもの数は2人が約5割と最も多い。その理
由として、7割の方が「経済的負担が大きい」ことを挙げている。（長崎県少
子化問題基礎調査（H25)) 

・ 少子化の流れを変え、また、希望する数の子どもを持つことができるよう、
子育てと仕事を両立させ、世帯収入を確保するための取組が必要である。 

 

 

 

 

・ 核家族化の進行、家族がそれぞれ家庭の外で過ごす時間が長くなってい
ること、地域社会でも人と人とのつながりが弱くなっていることから、子育てに
ついて不安や孤立感を深める家庭がある。 

 

 

 

 

・ 平成27年度から子ども・子育て支援新制度が施行となり、着実に実施して
いく必要がある。 

 

 

 

 

 

●（新）多子世帯保育料軽減事
業費（P.61） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●（新）子育て情報プラットフォ
ーム構築事業費（P.61） 

●（新）地域の子育て力アップ
事業費（P.61） 

 

 

 

●（新）施設型給付事業費
（P.61） 

●（新）地域型保育給付事業費
（P.61） 

●（新）地域子ども・子育て支援
事業費（P.61） 

●(新)放課後児童クラブ支援費
（P.61） 

【対策の方向性】 

・結婚支援施策の充実 

・若い世代からの結婚・妊娠・出産への意識づけと産後母子の支援体
制整備 

【対策の方向性】 

・多子世帯の経済的負担の軽減 

【対策の方向性】 

・子どもを育む地域コミュニティの再生による県民総ぐるみでの子育て
支援の実現 
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（9）医療・介護を支える地域ネットワークの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○医療・介護・福祉人材確保の推進 

(医療) 

・ 医師の都市部への流出などにより、地域間での医師偏在が顕著になってい
ることに加え、医師や患者の専門指向により診療科目が細分化され、診療
科目間においても医師偏在が生じている。 

・ 県内看護師は今後も不足が見込まれ、県内の医師・看護師の人材確保対
策の促進が必要である。                 

(介護・福祉) 

・ 少子高齢化による労働人口の減少に加え、他業種の求人増加に伴い、介
護・福祉人材関係の有効求人倍率が常時１を上回り、介護・福祉分野の
人材の確保が困難な状況にある。一方、高齢化に伴い、認知症高齢者や
重度介護者は今後も増加し、介護サービス利用者は増加すると見込まれ
ており、早急な人材確保対策が必要である。 

・ また、地域包括ケアシステムの構築に当たっては、質の高い介護・福祉人
材を安定的に確保する必要がある。そのため、介護職場での「参入促進」、
専門性を高める「資質の向上」、雇用環境の改善や処遇改善による「環境
の改善」の取組が必要である。 

                 

 

(医療) 

●（新）救急科・精神科医師確
保対策資金（地域医療介護
総合確保基金事業費）
（P.59） 

●（新）ＮＩＣＵ勤務医確保支援
事業費（地域医療介護総合
確保基金事業費）（P.59） 

○看護師等育成対策事業費 

 

(介護・福祉) 

●（拡）福祉人材センター運営
事業費（地域医療介護総合
確保基金事業費）（P.59） 

○介護支援専門員関係事業費 

 

【対策の方向性】・医療・介護・福祉人材の確保及び定着促進 

○地域医療の確保 

・ 団塊の世代全員が後期高齢者となる2025年を見据え、医療・介護サービ
スの提供体制の見直しが喫緊の課題となっており、医療においては、効率
的かつ質の高い医療提供体制の確立が求められている。そのための方策と
して、平成27年度は地域の医療機能の分化と連携を推進するため各都道
府県で地域医療構想（ビジョン）を策定する必要がある。 

 

 

●（新）地域医療ビジョン策定事
業費（P.59） 

○保健医療対策費 

○地域医療再生臨時特例基金
事業費 

○第二次救急医療体制整備費 

○広域災害・救急医療情報シス
テム費 

○ドクターヘリ運営事業費 

○小児救急電話相談事業（地
域医療介護総合確保基金事
業費） 

○周産期医療確保対策事業費 

【対策の方向性】・地域医療構想の策定 

○中高年・高齢者の活躍促進 

・ 地域において元気な高齢者が活躍できる仕組み、地域の担い手として各世
代と協力して課題を解決していく仕組みを構築するため、引き続き、市町社
会福祉協議会や老人クラブ、NPO法人等と連携していく必要がある。 

・ また、平成28年10月に第29回全国健康福祉祭ながさき大会（ねんりんピッ
ク長崎2016）が開催されることから、これを契機として更なる本県高齢者の
生きがいづくりや健康増進を図るため、ねんりんピックや競技の認知度の向
上を図る必要がある。 

 

●（新）企業活性化のための全
員参加型職場環境づくり支援
事業費【再掲】（P.64） 

●全国健康福祉祭開催準備事
業費（P.60） 

○元気高齢者による地域づくり
事業費 

○明るい長寿社会づくり推進機
構費 

○老人クラブ等育成費 

 
【対策の方向性】・高齢者の活躍促進の強化 
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２ ひとを創り、支える 

 （9）医療・介護を支える地域ネットワークの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○地域包括ケアシステムの推進 

・ 高齢者に住み慣れた地域で安心して過ごしていただくため、在宅介護と在
宅医療の連携、生活支援体制の整備、認知症高齢者施策の推進、安全
安心な高齢者の住まいの整備、高齢者の権利擁護の5つの施策を推進し
ている。 

・ このうち、認知症高齢者施策については、認知症の早期診断・治療に対応
する医療体制の整備、認知症介護の質向上による介護体制の整備、
認知症の人やその家族を地域で支え合う地域支援体制の整備が必要
であるが、特に、医療体制と介護体制の連携は重要であり、それぞ
れの現場の人材が、認知症介護の知識や技術を習得し相互理解を深
めていく必要がある。 

 

●（拡）認知症施策等総合支援
事業費（P.59） 

●介護予防推進事業費（P.59） 

・介護予防市町村支援事業
費 

・地域リハビリテーション支援
体制整備事業費 

○地域包括ケアシステム構築
支援事業費 

○高齢者権利擁護等推進事業
費  

【対策の方向性】 

・医療や介護の現場における認知症介護の質の向上促進 

○生活困窮者等の自立の促進 

・ 平成20年以降、世界的な経済不況の影響を受け生活保護世帯が急増し
た。世帯の中には就労可能な被保護者も就労が困難な現状にあったこと
から、生活保護受給者に対する効果的な就労支援対策が求められてい
た。 

・ 「生活困窮者自立支援法」が平成27年4月に施行されるため、生活保護に
至る前の段階からの早期の相談・支援等により、生活困窮者の自立実現を
目指し、支援体制の構築及び事業実施が必要である。 

●（新）生活困窮者自立支援事
業費（P.60） 

○被保護世帯自立助長推進費 

○生活保護措置費 

○生活福祉資金貸付事業費 

 

 

 

 【対策の方向性】 

・生活困窮者自立支援法の対応による相談・支援体制の構築 

○健康づくりを支える体制の充実 

・ 健康づくりに関する情報発信や住民に対する健康増進事業を担う市町へ
の支援など、県民の健康づくりを推進している。 

・ 「健康状態の管理や生活習慣の改善に取り組んでいる人の割合」（総合計
画数値目標）は目標を下回っており（H25達成率：91%）、特に30代、40代
は目標との乖離が大きいため、特に「働く世代」に対する健康づくりの推進が
必要である。 

・ がんの死亡率は確実に下がってきているものの全国順位では悪くなってお
り、対策を加速させる必要がある。 

・ がん検診の受診率は徐々に改善しているが、目標値とする50％とはまだ乖
離が大きい。 

・ 平成25年12月に成立した「がん登録等の推進に関する法律」の施行に向
け対応する必要がある。 

 

 

●（拡）健康ながさき２１推進事
業費（P.60） 

●（拡）職場の健康づくり応援事
業費（P.60） 

●（拡）がん登録事業費（P.60） 

●全国健康福祉祭開催準備事
業費【再掲】（P.60） 

○特定健診推進会議事業費 

○健康づくり促進支援事業費 

○保健所機能強化事業費(地
域診断) 

○がん克服推進事業費 

 

【対策の方向性】 

・生活習慣の改善の促進 

・特定健診受診率向上対策の強化 

・がん検診受診率向上対策の強化 
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 （10）教育の充実による未来への投資・人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 
（現状・課題） （H27主な事業） 

○家庭や地域の教育力の向上 

・ 学校支援会議は、子どもの健全育成のみならず、地域における学校や家
庭、各種団体との結びつきを深める役割を担う必要があり、県内全ての市
町立小・中学校区に設置されているが、取組内容は校区によって温度差が
ある。 

・ 安心安全な活動拠点である放課後子ども教室が各地域で定着しつつある
が、土曜日等の休日については必ずしも有意義に過ごせていない子どもた
ちがいる。 

・ 社会教育を推進する上で重要な役割を担う社会教育主事等の専門的な
職員が各市町で減少している。 

 

 

 

●（新）ながさき土曜学習推進
事業費（P.74） 

○長崎っ子を育む地域・家庭教
育力向上推進事業費 

○放課後子ども教室推進事業
費 

○子どもの心と向き合う教育体制の整備 

・ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置校数はともに
年々増加しているが、学校・市町の配置希望の全てに対応できていない状
況にある。また、福祉分野などの関連法規等の教員研修を実施し、学校支
援体制の充実を図る必要がある。 

 

○キャリア教育の充実 

・ 夢の実現に向けて努力し、郷土を担う人材の育成のため、小・中学校での
「夢・憧れ・志」を育む教育のほか、職場見学や職場体験等を実施してい
る。 

・ 学校教育においては一定の成果が挙がっていると考えられるが、県民すべ
てが『「夢・憧れ・志」を抱き、その実現のための努力する子どもの育成』とい
う理念を共有し、社会全体で取組を推進していくという環境までは至ってお
らず、引き続き団体等との連携体制の構築に取り組んでいく。 

・ また、本県高校生の県外就職割合は他県と比べ多い状況にあり、若い世
代の人口流出による社会減を抑制するため、県内へ就職を希望する高校
生に対する県内就職に向けた取組みが必要である。 

 

 ○教育的ニーズに合った教育の推進 

・ 高等学校においては、特別支援教育の充実が課題であり、特別支援教育
支援員の配置が必要である。 

・ 近年、下降傾向である本県の子どもたちの体力の向上を図るため、より充
実した体育の授業を展開するとともに、子どもたちがスポーツや運動に親し
むことのできる環境づくりが必要である。 

 

 

○キャリアサポートスタッフ事業
費 

○私立高等学校キャリアサポー
ト事業費 

○長崎っ子の「夢・憧れ・志」を
育む環境整備事業費 

 

●（拡）スクールカウンセラー活
用事業費（P.73） 

●（拡）スクールソーシャルワー
カー活用事業費（P.73） 

●（新)重大事案対策事業費
（P.73） 

○教育相談事業費 

●（新）高等学校における特別
支援教育支援員活用事業費
（P.74） 

●（拡）学校体育研究推進費
（P.74） 

 

 

【対策の方向性】・学校・家庭・地域の教育力の向上 

【対策の方向性】・教育相談体制の充実 

【対策の方向性】・教育的ニーズに合った教育体制の整備 

○魅力ある私立学校づくりの推進 

・ 子どもたちに良質な教育の場を提供するため、私立学校の運営に要する経
費の一部を支援している。 

・ 少子化の進行などにより、教育を取り巻く環境が厳しさを増す中で、魅力あ
る私立学校づくりを推進し、良質な教育環境を提供する必要がある。 

 

●（新）魅力ある私立学校づくり
支援事業費（P.49） 

○高等学校私立学校助成費 

○中学校私立学校助成費 

○小学校私立学校助成費 

 【対策の方向性】・魅力アップに取り組む私立学校への支援強化 
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２ ひとを創り、支える 

（10）教育の充実による未来への投資・人材の育成 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○人権尊重の社会づくりの推進 

・ 学校におけるいじめや体罰が後を絶たず、また、子どもや障害のある人、高
齢者などに対する虐待等が社会問題として大きく取り上げられるなど、人権
をとりまく環境は依然として厳しい。 

・ 長時間労働や雇い止めなど労働関係法令に違反した働く人たちの権利の
侵害事例の増加、採用選考にあたっての不適切な質問など就職差別につ
ながる事案、パワハラやセクハラなど、企業内での人権侵害が社会的にも
注目され、その防止と解決する仕組みづくりが必要。 

●（拡）人権・同和問題啓発費
（P.57） 

○人権教育啓発センター活動
推進費 

○人権施策推進費 

○社会人権・同和教育推進費 

 

【対策の方向性】・企業内での人権侵害等防止の仕組みづくり 

 

●（拡）小中高を通じた外国語
教育強化推進事業費（P.73） 

 

○国際人材育成拠点の機能強化 

・ グローバル化に対応した人材の育成が我が国の喫緊の課題となっており、
本県においても、外国語によるコミュニケーション能力を伸ばす実践的な機
会を提供し、国際的に活躍できる人材の育成に取り組んでいる。 

・ 平成27年度には、長崎東高校に国際科が設置されることから、同校を中
心としたグローバル人材育成の取組みを充実させていく。 

○国際化に対応した教育の推進 

・ 県内6つの小学校をモデル校に指定し、校区内の中学校と連携を図りなが
ら、早期英語教育のあり方や効果的な指導方法等について2年間の研究
を行い、その成果を県内の小学校に発信し、小学校における英語教育を促
進している。また、中学校において、本県が開発した英単語・表現学習教
材を活用し、コミュニケーション基礎力となる語彙力向上に取り組んでいる。 

・ 市町によっては、教育課程特例校の制度を活用する等、自主的な取組で
成果を上げているところもあるが、具体的な手立てを講じている市町は少な
く、全県的に県学力調査（中学校英語）の結果は伸び悩んでいる。 

・ 今後、グローバル化に対応した教育環境づくりを着実に進めていくには、小
学校教員や中学校英語科教員の英語指導力の向上が不可欠である。 

 

 

 

●（新）長崎から世界へ！高校
生グローバルチャレンジ
（P.74） 

 

【対策の方向性】・高等学校における国際人材の育成強化 

【対策の方向性】 

・小学校教員や中学校英語科教員の英語指導力の向上 

○国体を契機とした競技力の向上 

・ 「長崎がんばらんば国体」の成果を一過性のものとして終わらせず、国体開
催を契機に強化された競技力を維持するとともに、更なる向上を図り、「チ
ーム長崎」として戦う体制を保ちつづけることが必要である。 

・ 本県出身の競技者が、オリンピックや世界選手権などの世界の舞台で活躍
することは、県民に大きな夢と希望を与え、また、本県の競技人口増加に
つながるなど、地域活力を活性化させる大きな力となる。そこで、ジュニア
層におけるトップアスリートの発掘・育成対策の強化・充実や、本県の競技
特性や地域性を活かすことができる競技の集中的な強化、東京オリンピッ
ク決定を契機として新設される国体種目へのいち早い対応等が必要であ
る。 

 

 

●（拡）競技力向上特別対策費
（P.74） 

 

【対策の方向性】 

・国体を契機とした競技力の向上及び本県から世界に羽ばたく選手の
育成 
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（11）消費や食、環境、防災など県民生活の安全・安心の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

総合計画の確かな推進のために 

○環境の安全・安心の確保 

（生物多様性の保全） 

・ 絶滅のおそれのある野生動植物や自然景観の保全策を推進している。 

・ 鳥獣保護法の改正により、有害鳥獣や外来生物の駆除については、県が
認定事業者に委託して実施できることとなったことから、効果的、継続的な
防除や駆除に取り組む必要がある。 

 

 

 

（環境への負荷の低減と循環型社会づくりの推進） 

・ 県民１人１日あたりの一般廃棄物排出量及び再生利用率は経年的に横ば
いか悪化している状況にあり、更なる一般廃棄物の減量化、資源化に取り
組む必要がある。 

・ また、離島域においては、指定取引場所までの高額な輸送費がネックとな
り、ＦＲＰ漁船の殆どが埋立等の産廃処理となっていることから、リサイクル
処理への移行を促進する対策を講じる必要がある。 

 

 

 

（地球温暖化対策の推進） 

・ 東日本大震災以後の火力発電増加により、電力消費に伴う温室効果ガス
排出量が増加傾向にある。 

・ 平成25年に策定した「長崎県地球温暖化対策実行計画」では、平成32年
度における県内温室効果ガスを平成2年度比13.4％削減を目標としてい
る。最新の数値である平成23年度の県内温室効果ガス排出量は逆に
8.6％増加という結果となっており、対策の強化が必要である。 

・ 県が自ら率先して省エネ・省資源活動を推進するとともに、県民総ぐるみの
温暖化対策を推進する必要がある。 

 

 

 

 

●（新）自然観光資源回復事業
費（P.58） 

○希少野生動植物保全事業費 

○緑といきもの賑わい事業費 

 

 

 

 

 

●（新）４Ｒ・ゴミゼロ推進事業費
（P.58） 

●（新）ＦＲＰ漁船リサイクル処理
体制づくり事業費（P.66） 

○長崎県産業廃棄物税基金積
立金 

 
 
 
 
 

●（新）地球温暖化対策実行計
画推進事業費（P.58） 

○「みんなで止めよう温暖化」推
進事業費 

○再生可能エネルギー等導入
推進基金事業費 

○フロン対策推進事業費 

 

【対策の方向性】・効果的・継続的な防除・駆除の推進 

【対策の方向性】・一般廃棄物の減量化、資源化の取組み強化 

【対策の方向性】・県民総ぐるみでの温暖化対策の推進 

○安全・安心な消費生活の実現 

・ 市町の相談体制整備や消費生活相談員の資質向上研修会の開催、専門
性の高い相談等における市町との共同処理など、安全・安心な消費生活
の実現に取り組んでいるが、詐欺的な投資商品や送り付け商法など、安
全・安心な消費生活を脅かす新たな手口が次々と発生しており、対策が求
められている。 

 

●（新）行政と警察のコラボによ
る消費者被害防止事業費
（P.57） 

○消費者教育・啓発事業費 

○消費生活苦情相談推進費 

○消費者行政活性化事業費 

【対策の方向性】・警察や市町等との連携強化 



 

25 

２ ひとを創り、支える 

（11）消費や食、環境、防災など県民生活の安全・安心の確保 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ まちを創り、支える 

（12）「しまは日本の宝」戦略等の全力推進 

（現状・課題） （H27主な事業） 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○三島共通 

・ しまのＰＲ及び誘客、しまでの消費促進を目的としたしま共通のプレミアム付
き商品券「しまとく通貨」による交流人口の拡大、離島・本土間の物流・人
流コストの低廉化、物流の効率化等に取り組んでいる。 

・ また、離島航空路線については、路線の維持確保のため、県内の運航事
業者に対して助成しているが、離島航空路線を利用した離島への観光客
の増大を図るため、長崎空港を起点とした首都圏からのしま巡りツアーを創
出する必要がある。 

・ また、「しまの文化・芸術活動推進事業」において、離島地区の人々が自ら
望む文化・芸術の鑑賞等に向けた企画運営活動を実践することにより、文
化・芸術をマネジメントできる体制づくりと人材育成を進めているが、未だ緒
に着いた段階であり、各地区の魅力や特性をより顕在化させ、更なるてこ入
れを図る必要がある。 

・ 本県の特徴である「しま」は郷土を理解する上で欠くことのできない地域であ
るが、本土部の多くの子どもは「しま」に行った経験がない。離島県ながさき
について理解を深めるため子どもに「しま」に行く機会を提供する必要があ
る。 

・ 「しま」のもつ教育資源を活用した「離島留学制度」において、島外からの生
徒の受け入れをより促進させていく必要がある。 

 

 

●（新）長崎空港経由離島航空
路線利用拡大事業費（P.52） 

●（新）しまの魅力に出会う日本
の宝「しま」交流支援事業費
（P.74） 

●（新）地域発「ながさき文化の
ちから」創生事業費（P.54） 

●（新）しまへの若者定住支援
事業費【再掲】（P.52） 

●（拡）高校生の離島留学推進
事業費（P.74） 

○（新）離島漁業再生支援費 

○（新）交付金を活用したしま共
通地域通貨発行事業費 

○しま共通地域通貨発行支援
事業費 

○離島流通効率化・コスト改善
事業費 

○県内観光地周遊促進対策事
業費【再掲】 

○離島地域交流促進基盤強化
事業費 

○生活航路改善対策事業費
（離島住民割引事業） 

 

 

 

【対策の方向性】 

・しまの交流人口・定住人口拡大に向けた取組みの強化 

・しまの特性を活かした体験・交流の促進 

・しまの学校の活性化 

 

○食の安全・安心の確保 

・ と畜場、食鳥処理場において食肉衛生検査等を実施しているが、県が所
管する4と畜場の総合的な「豚肉汚染度指数」は、目標水準に達しているも
のの、施設によってはレベルに差が認められるため、更なる衛生管理レベル
の向上に取り組む必要がある。 

・ また、食肉衛生検査データについては、即日閲覧システム等様々な方法に
よりデータを生産者に還元しているが、データ提供率が目標に達しておら
ず、生産者にとって有益なデータ内容及び提供方法について、引き続き検
討が必要である。 

 

 

・ 平成24年に東京都調布市で、学校給食後に食物アレルギーによるアナフ
ィラキシーショックで児童が亡くなる事故が発生した。 

・ これにより、食物アレルギー対応については、学校だけではなく、社会的にも
大きな課題として改めて認識されることとなった。 

・ 本県においても、食物アレルギーを持つ児童生徒が増えており、誤食、誤
配食等の学校給食に起因する食物アレルギー事案が発生している。特定
の職員に任せず、学校全体で組織的に対応するため、管理職をはじめとす
る教職員等の研修の充実を図る必要がある。 

 

 

 

●（新）食肉HACCP・データ還元
事業費（P.57） 

○食肉衛生検査所運営費 

○食鳥肉処理施設指導監督費 

 

 

 

 

 

 

●（拡）学校保健研究推進費
（P.74） 

 

【対策の方向性】・食肉の安全・安心の強化 

【対策の方向性】・学校における食物アレルギー対策の強化 
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（現状・課題） （H27主な事業） 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

総合計画の確かな推進のために 

○対馬 

・ 韓国人観光客の増加に対応するため、厳原港旅客埠頭及び比田勝港新
国際ターミナルの整備に取り組んでいる。 

・ 平成23年10月の航路3社体制以降、韓国人観光客が急増しているが、地
元の受入態勢が不十分でその経済効果を十分に取り込めていないため、
平成26年度から対馬振興局プロジェクトに取り組み、受入態勢の整備を図
っている。 

・ 宗家文書を修復し調査研究を進めるとともに、その活用策を検討していく必
要がある。 

 

 

 

 

●厳原港厳原地区旅客埠頭整
備費（P.72） 

●（拡）振興局プロジェクト費【再
掲】（P.52） 

●（新）対馬歴史民俗資料館再
整備事業費（P.74） 

●（新）宗家文書修復事業費
（P.74） 

○比田勝港国際ターミナル整
備費 

○（拡）韓国プロジェクト重点推
進事業費【再掲】 

○対馬プロジェクト推進事業費
【再掲】 

 

【対策の方向性】 

・韓国人観光客の受入態勢整備 

・対馬をゲートウェイとした人・物・文化のさらなる交流拡大 

 

○五島 

・ 古来より島民の生活に密着してきた「椿」や世界遺産候補の「教会群」を有
効に活用し、椿関連産業の振興や交流人口の拡大を図る必要がある。 

・ 二次離島において、人口減少が顕著である。 

 

○壱岐 

・ 壱岐の大きな魅力である食・歴史・文化・自然等を組み合わせた壱岐の魅
力をごっとり（まるごと）壱岐島外の福岡をはじめとした大消費地に売り込
み、「癒しの島」・「玄界灘の宝石箱・壱岐」をアピールし、交流人口の拡大
や消費の拡大に取り組んでいる。 

・ 壱岐島ごっとり市場プロジェクトの定着や壱岐の魅力の効果的な情報発
信、誘客に結びつく戦略的な誘致活動を展開していく必要がある。 

 

 

●（拡）振興局プロジェクト費
（P.52） 

○ツバキ振興対策事業費 

 

○「がんばらんば長崎」地域づく
り支援事業費（壱岐島ごっとり
市場プロジェクト費） 

○原の辻遺跡調査研究・保存
活用事業費 

【対策の方向性】 

・自生椿林の活用促進と椿苗植栽による椿油の増産、椿関連の新た
な商品の開発と販路拡大 

・地域資源を活用した二次離島の活性化 
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３ まちを創り、支える 

（13）地域の特色を活かした地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状・課題） （H27主な事業） 

総合計画の確かな推進のために 

○ＮＰＯ・ボランティア活動の促進と県民との協働推進 

・ 県民ボランティア活動支援センターを中核として、（公財）県民ボランティア
振興基金等とも連携しながら県民のＮＰＯ・ボランティア活動の促進を図っ
ている。 

・ ＮＰＯ法人等は、資金不足、人材不足、マネジメント力不足などの課題を抱
えており、活動を活性化し、様々な主体との協働を進めるためには、ＮＰＯ
法人等の活動基盤を強化する必要がある。 

・ また、企業による社会貢献活動は増えているものの、ＮＰＯ法人等との連
携、協働の取組事例はまだ少ない状況にある。 

●（新）ＮＰＯと企業とのパートナ
ーシップ支援事業費（P.57） 

○ＮＰＯと県がともに働くプロジェ
クト費 

【対策の方向性】 

・ＮＰＯ法人等の活動基盤強化、企業との連携及び協働の推進 

○地域の特色を活かした地域づくり 

・ こぎだせミーティング等の議論を通じて、振興局が市町や地域と協働して地
域課題の解決に取り組むプロジェクトとして、対馬地域に加え、五島地域及
び島原地域でオーダーメイド型の振興局プロジェクトを推進する。 

 

 

 

・ 過疎化、高齢化、核家族化や住民の価値観の多様化等により、地域の担
い手となる人材が不足し、住民同士のつながりも希薄化している。このよう
な地域コミュニティ機能の弱体化により、地域の防災・防犯機能の低下や、
高齢者・子育てなどに関する様々な問題が顕在化している。 

 

・ にぎわいのあるまちづくりのため、音楽イベントを各地域実行委員会等が主
体的に企画運営する「ながさき音楽祭開催事業」を展開しているが、総合
計画の数値目標である「地域実行委員会等の新規設立数」は、本土地区
の新規設立は進んできたものの、離島地区は伸び悩んでいる。 

・ また、離島半島地区の人々が自ら望む文化・芸術の鑑賞等に向けた企画
運営活動を実践することにより、文化・芸術をマネジメントできる体制づくりと
人材育成を進めているが、未だ緒に着いた段階である。 

【対策の方向性】・地域の特性を活かした体験・交流促進 

 

●（拡）振興局プロジェクト費【再
掲】（P.52） 

 

 

 

 

○地域拠点商店街支援事業費
【再掲】 

 

 

 

●（新）地域発「ながさき文化の
ちから」創生事業費【再掲】
（P.54） 

 

 

 

 

 

 

 

【対策の方向性】・地域課題解決のためのプロジェクトの推進 

○長崎特有の歴史的魅力の磨き上げによる地域活性化の推進 

・ 長崎の歴史文化の振興については、これまで、長崎歴史文化博物館を拠
点として、展示事業、資料の調査・収集・研究を行っているが、国際水準と
までは言えない。歴史文化を情報発信、観光振興、地域振興、国際交流
の面で十分に活用するためには、本県の歴史文化のブランド化、ステイタス
の確立、向上が必要であり、学術調査・研究の成果を国際的レベルまで引
き上げることが急務である。 

 

 

 

●（新）究める・つなげる「長崎の
歴史」魅力発信事業費
（P.54） 

 

【対策の方向性】・調査・研究レベルの飛躍的向上 

 



 

28 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○スポーツによる地域づくりの推進 

・ 国体開催を契機として高まった、県民のスポーツに対する機運を生涯スポ
ーツの推進につなげていく必要がある。 

・ また、県内スポーツ施設の充実、スポーツ大会運営のノウハウの蓄積など、
国内トップレベルのスポーツ競技大会や国際試合などの注目度・集客力が
高い大規模なスポーツイベント・スポーツ合宿を誘致・運営できる環境が整
ってきた。今後、スポーツイベント等の誘致を促進させるため、実施主体と
なる市町等を支援していく必要がある。 

 

 

●（新）「わがまちスポーツ」推進
事業費（P.56） 

●スポーツ・地域にぎわいづくり
推進事業費（P.56） 

●大型スポーツイベント誘致・支
援事業費（P.56） 

 

【対策の方向性】 

・「わがまちスポーツ」の推進 

・大型スポーツイベントやスポーツ合宿等の誘致強化 

○大会を契機とした障害者スポーツの推進 

・ スポーツを通じて、障害者の自立や社会参加を促進する。 

・ 平成26年の長崎がんばらんば大会の成果や機運を一過性のものとせず、
今後につなげていく必要がある。 

・ 障害者スポーツの裾野を広げる取組が必要である。 

 

 

●（新）障害者スポーツ普及・活
性化事業費（P.60） 

○長崎県障害者スポーツ大会
開催事業費 

○全国障害者スポーツ大会強
化・派遣事業費 

【対策の方向性】・大会を契機とした障害者スポーツの推進 

○地域ごとの特色を生かした国際交流拠点の形成 

（世界平和に貢献する拠点づくり） 

・ 世界平和の発信については、留学生の減などのため、長崎平和大学や被
爆体験講話の参加者が減少している。また、被爆者の高齢化により今後難
しくなる被爆の実相の継承や核兵器廃絶が進んでいない。 

 

 

（文化財による国際交流に貢献する拠点づくり） 

・ 本県ならではの特色ある取組みとして、平成22年の長崎県埋蔵文化財セ
ンターの開所とともに、東アジア考古学研究室を設置し、東アジア的視点に
立った考古学の研究を進めている。 

・ 今後さらに調査・研究を深めていくためには、本センターが必要とする情報
を持った研究機関と広く交流し、協定書の締結などにより研究の継続性を
担保するとともに、人脈の構築・強化、成果の発信等により、本センターのス
テイタスを高めていくことが必要である。 

 

 

 

●（拡）長崎県平和発信事業費
（P.55） 

 

 

 

 

○（拡）埋蔵文化財センター管
理運営費（東アジア考古学事
業） 

【対策の方向性】・平和意識の高揚と国際理解の促進 

【対策の方向性】・国内外の研究機関との連携強化 

○世界遺産登録実現と秩序ある公開の仕組みづくり 

・ 「明治日本の産業革命遺産 九州・山口と関連地域」については、平成26
年1月に国からユネスコへ推薦書正式版を提出している。今後、観光客の
増加への対応や世界遺産としての価値を正しく理解してもらうための活動
などを含む保全に引き続き取り組んでいく。 

・ 「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」については、平成27年1月に国から
ユネスコへ推薦書正式版を提出している。今後、平成28年の世界遺産登
録に向け、構成資産やその周辺の修景・景観整備などイコモス調査に向け
た準備、インフォメーションセンターや教会守の運営などの受入体制の構
築、世界遺産としての価値を正しく理解してもらうための活動などを引き続
き推進していく。また、世界遺産センター（仮称）の整備についても更に検討
を進めていく。 

 

●（新）世界遺産海外啓発事業
費（P.53） 

●「明治日本の産業革命遺産」
世界遺産登録推進事業費
（P.53） 

●「長崎の教会群とキリスト教関
連遺産」世界遺産登録推進
事業費（P.53） 
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３ まちを創り、支える 

（13）地域の特色を活かした地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14）地域コミュニティの活性化、ふるさとづくりの推進 

 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 

（現状・課題） （H27主な事業） 

○地域の防災力の向上 

・ 市町が行う消防団員確保対策への支援（活動ＰＲ、新団員確保、団員活
性化支援）や、市町の自主防災組織担当者の育成研修、自主防災組織
の母体となる自治会向けの研修など、地域の防災力の向上に取り組んでい
る。 

・ 人口減少や少子高齢化が進む中で、地域の安全・安心を担うべき消防団
員数も減少しており、団員の確保や地域住民自ら防災に取り組む自主防
災組織率の向上が求められている。 

 

 

 

 

●（新）消防団充実強化促進事
業費（P.48） 

●防災行政無線移設更新費
（P.48） 

●自主防災組織結成推進事業
費（P.48） 

○消防業務指導費 

 

【対策の方向性】・地域の防災体制の充実･確保 

○ふるさとづくりの推進 

・ 本県の特徴である「しま」は郷土を理解する上で欠くことのできない地域で
あるが、本土部の多くの子どもは「しま」に行った経験がない。離島県ながさ
きについて理解を深めるため子どもに「しま」に行く機会を提供する必要があ
る。 

 

 

 

●（新）しまの魅力に出会う日本
の宝「しま」交流支援事業費
【再掲】（P.74） 

 

 

 

【対策の方向性】・しまの特性を活かした体験・交流の促進 

 

○地域コミュニティの活性化 

・ 過疎化、高齢化、核家族化や住民の価値観の多様化等により、地域の担
い手となる人材が不足し、住民同士のつながりも希薄化している。このよう
な地域コミュニティ機能の弱体化により、地域の防災・防犯機能の低下や、
高齢者・子育てなどに関する様々な問題が顕在化している。 

 

 

 

●（新）地域コミュニティ活性化
推進事業費（P.52） 

●地域支え合い（Ｉ）ＣＴモデル事
業費（P.49） 

 

 

 

【対策の方向性】・地域コミュニティ活動への県民参加の促進 

○魅力ある「選ばれる大学」となるための県立大学づくり 

・ 18歳人口の減少が加速するなど大学を取り巻く環境は厳しい状況にある。 

・ また、グローバル化や情報化の進展に伴い、産業界からは「主体的に考
え、課題を見つけ、的確な対応ができる人材」の育成が求められている。 

・ このような状況を踏まえ、県立大学は魅力ある「選ばれる大学」を目指し
て、平成28年4月からの学部学科再編を予定しており、それに伴い、学内
の施設整備を進める必要がある。 

                 

 

 

○（新）長崎県公立大学法人施
設等整備費 

○運営費交付金  

【対策の方向性】 

・学部学科再編に伴う施設整備に取り組む長崎県公立大学法人への
支援強化 

（現状・課題） （H27主な事業） 
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（15）人・産業・地域を支える社会資本の整備促進  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

●は各部局の重点事業、○はその他の事業 

※重点事業は事業の概要をP.48以降に掲載 

（事業名の最後尾のページ番号参照） 

 

総合計画の確かな推進のために 

（H27主な事業） （現状・課題） 

○地域交通の確保 

・ 離島地域の航路維持と安全性確保、利用者負担軽減等による交流人口
拡大を図るための船舶の更新（リプレイス）等に要する経費助成や島原鉄
道・松浦鉄道の施設整備支援など公共交通の経営安定への支援など、引
き続き地域交通の確保に向けて取り組んでいく。 

 

○離島地域交流促進基盤強化
事業費【再掲】 

○島原鉄道整備促進事業費 

○松浦鉄道整備促進事業費 

 

○高速・広域交通体系の確立 

・ 地域間交流の促進や県内産業を支える交通体系の確立に向けて、島原
道路、西彼杵道路などの高規格幹線道路・地域高規格道路の整備や、韓
国人観光客の増加に対応するための厳原港旅客埠頭や他県からの玄関
口である口ノ津港旅客埠頭の整備など、引き続き高速・広域交通体系の確
立に向けて取り組んでいく。 

●島原道路整備費（P.72） 

○一般国道251号道路改良
事業（吾妻愛野バイパス）
等 

●西彼杵道路整備費（P.72） 

○一般県道奥平時津線道路
改良事業（時津工区） 

●新幹線整備事業費負担金
（P.72） 

●厳原港厳原地区旅客埠頭整
備費【再掲】（P.72） 

●口ノ津港口ノ津地区旅客埠
頭整備費（P.72） 

 

○自然災害等に強い県土づくり 

・ 傾斜が急でけわしい地形や離島・半島を有し、台風や集中豪雨、渇水等が
発生しやすい県土構造にあることから、県民の安全・安心な生活を確保す
る防災対策を推進している。 

・ 平成25年の伊豆大島や平成26年8月の広島市における土砂災害で、多く
の人命が失われるなど甚大な被害が発生した。命を守るためには、早めの
避難が大切であり、必要な情報を迅速に市町や県民へ伝達する必要があ
る。 

・ また、原子力災害発生時の避難シミュレーションの結果、想定される避難
道路において渋滞の発生が予想されている。避難時に発生する問題点や
課題の整理を行ったうえで、その対応策を検討する必要がある。 

 

○インフラの維持管理・更新の推進 

・ 遊具をはじめとする公園施設の安全性の確保・事故防止や、地域ニーズの
変化等に応じたリニューアルなど的確な計画見直し・再整備等のため、県
立都市公園の適切な管理に努めている。 

・ 計画的な施設の改築更新を行い、施設の安全性確保と機能保全を図ると
ともに、維持管理費の縮減や平準化に取り組んでいく必要がある。 

 

●（新）災害避難アシスト事業費
（P.71） 

●（新）原発避難道路調査事業
費（P.71） 

●（新）雪浦川総合流域防災事
業費（P.72） 

●道路災害防除費（P.72） 

●総合流域防災事業費（P.72） 

●耐震強化岸壁整備費（P.72） 

●第一線防波堤改良費（P.72） 

●砂防基礎調査費（P.72） 

○海岸高潮対策費 

●（新）公園施設長寿命化対策
事業費（P.72） 

●橋りょう補修費（P.72） 

●舗装補修費（P.72） 

●港湾施設維持補修費（P.72） 

●公営住宅建設費（P.72） 

【対策の方向性】 

・災害に対する危機意識向上の推進 

・原子力災害発生時の取るべき対策の明確化 

【対策の方向性】・県立都市公園の戦略的な維持管理 ・更新の推進 

 



 

31 

Ⅴ 長崎県総合計画の 10の政策及び 3つの横断プロジェクトに関する主な新規事業等（案）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人が輝く長崎県人が輝く長崎県

産業が輝く長崎県産業が輝く長崎県

地域が輝く長崎県地域が輝く長崎県

1.未来を託す子どもたちを育む1.未来を託す子どもたちを育む未来を託す子どもたちを育む

2.一人ひとりをきめ細かく支える2.2.一人ひとりをきめ細かく支える一人ひとりをきめ細かく支える

3.人を育てる、人を活かす3.3.人を育てる、人を活かす人を育てる、人を活かす

4.力強く豊かな農林水産業を育てる4.4.力強く豊かな農林水産業を育てる力強く豊かな農林水産業を育てる

5.次代を担う産業と働く場を生み育てる5.5.次代を担う産業と働く場を生み育てる次代を担う産業と働く場を生み育てる

6.地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める6.6.地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める

7.アジアと世界の活力を呼び込む7.7.アジアと世界の活力を呼び込むアジアと世界の活力を呼び込む

8.「地域発の地域づくり」を進める8.8.「地域発の地域づくり」を進める「地域発の地域づくり」を進める

9.安全・安心で快適な地域をつくる9.9.安全・安心で快適な地域をつくる安全・安心で快適な地域をつくる

『『しまは日本の宝しまは日本の宝』』戦略～しまの多様性を活かす～戦略～しまの多様性を活かす～

アジア・国際戦略～海外との友好関係と地の利を活かす～アジア・国際戦略～海外との友好関係と地の利を活かす～

ナガサキ・グリーンニューディール～自然と産業の潜在力を活かす～ナガサキ・グリーンニューディール～自然と産業の潜在力を活かす～

今後10年間をめどに長崎県が
めざす姿とそれを実現するため
の県政の基本的な方向性

基本理念の実現に向けた各分野の取組の方向性

長崎県の特徴を活かした
長崎ならではの戦略的な
取組を政策横断的に展開

基本理念基本理念

人
が
輝
く
、
産
業
が
輝
く
、
地
域
が
輝
く
長
崎
県
づ
く
り

人
が
輝
く
、
産
業
が
輝
く
、
地
域
が
輝
く
長
崎
県
づ
く
り

人
が
輝
く
、
産
業
が
輝
く
、
地
域
が
輝
く
長
崎
県
づ
く
り

10.地域づくりを支えるネットワークをつくる10.10.地域づくりを支えるネットワークをつくる地域づくりを支えるネットワークをつくる

政策政策

政策横断プロジェクト政策横断プロジェクト

長崎県総合計画の基本理念とそれを実現するための１０の政策長崎県総合計画の基本理念とそれを実現するための１０の政策

平成23年度から平成27年度の5年間で
重点的に取り組んでいく政策

なお、総合計画に掲げる１０の政策と３つの政策横断プロジェクトごとの予算化に
向けて検討を行う主な取組は次のとおりです。

総合計画の確かな推進のために 
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人人がが輝輝くく長長崎崎県県 

 安心して子どもを生み育てることができ、子どもが生まれてきてよかったと感じる社会を実現するた
め、家庭や学校、地域、企業、行政がともに力を合わせて、県民総ぐるみで子育て支援に取り組むとと
もに、子どもたちの豊かな心と自立心を育て、個性や能力を伸ばす教育を進めます。 

（子どもの伸びやかな育ちへの支援） 

■地域少子化対策強化交付金を活用し、結婚、妊娠、出産、育児の切れ目ない支援を実施します。
［（新）婚活サポート事業費、健やかな妊娠・出産サポート事業費、子育て情報プラットフォーム構築事業等］ 

■保護者が就労等により、養育が困難な小学生の放課後や夏休みの安全で安心な居場所を確保するた
め、放課後支援員の資格認定講習や必要な助成を行います。［（新）放課後児童クラブ支援費］ 

（子どもたちの個性を活かし、能力を伸ばす教育の推進） 

■建学の精神のもと、私立学校の創意工夫を活かした特色ある活性化事業を展開するための取組を支
援します。［（新）魅力ある私立学校づくり支援事業費］ 

■英語・中国語・韓国語の語学研修、グローバル企業への訪問研修の実施、生徒の国際的素養を高める
ための取組への支援を行うことにより本県とアジアとの地理的近接性を活かしたグローバル人材の育成
を図ります。［（新）長崎から世界へ！高校生グローバルチャレンジ］ 

■小学校教員と中学校英語教員の英語教育力向上を図るため、全体研修及び地区別の悉皆研修を実
施します。また、小学校低学年からの英語教育の推進、小中が連携した英語教育の充実や県独自の
教材を活用して、中学生の英語の語彙力や表現力を高める取組を展開します。［（拡）小中高を通じた外国
語教育強化推進事業費］ 

■教職員と連携して特別な教育的支援が必要な生徒の学習活動や学校生活上等の支援を行う特別支
援教育支援員を配置することにより、高等学校における特別支援教育の充実を図ります。［（新）高等学校
における特別支援教育支援員活用事業費］ 

■県内外から積極的な目的意識を持つ生徒が集う特色ある学校づくりを行い、教育活動の活性化と地域
活力の高揚を図ります。「しま」の持つ教育資源を活用した「離島留学制度」において、島外からの生徒
の受け入れをより促進するための取組を行います。［（拡）高校生の離島留学推進事業費］ 

（豊かな心と志を持ってたくましく生きる力の育成） 

■教育分野、社会福祉等の知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを活用し、問題を抱えた児
童生徒の環境に働きかけたり、関係機関とのネットワークを活用するなど、多様な支援方法を用いて、課
題解決への対応を図ります。［（拡）スクールソーシャルワーカー活用事業費］ 

■「心の専門家」である臨床心理士等をスクールカウンセラーとして活用し、児童生徒が抱える悩み、不
安、ストレスなどを和らげるとともに、教職員・保護者等に指導助言することにより対応能力を高め、問題
行動の未然防止、早期発見・早期解決を図ります。［（拡）スクールカウンセラー活用事業費］ 

■小学校の体育授業へ専門的な知識や指導力をもつ地域のスポーツ指導者を派遣し、小学校担任とテ
ィームティーチングで授業を展開し、体育の授業の充実を図るとともに、著名なトップアスリートによる競
技の実演や講演を実施し、子どもの運動への興味・関心を深め、運動意欲を高めることにより、体力の
向上を図ります。［（拡）学校体育研究推進費］ 

■県内の子ども・親子を対象に「しま」のよさを活かした体験活動を実施し、参加者同士や「しま」の人々と
の交流を深めながら、本県の特徴である島地域の自然・歴史・暮らしなどについての理解及びふるさと長
崎県の再認識を図ります。［（新）しまの魅力に出会う日本の宝「しま」交流支援事業費］ 

1.未未来来をを託託すす子子どどももたたちちをを育育むむ 

社社会会へへのの信信頼頼やや人人・・家家庭庭ののききずずななをを築築くくここととでで、、県県民民ののみみななささんんがが安安

心心ししてて日日々々ののくくららししをを送送るるここととががでできき、、ささままざざままなな地地域域やや産産業業分分野野をを支支

ええるる人人がが育育ちち、、活活躍躍ででききるる長長崎崎県県ををめめざざししまますす。。 

総合計画の確かな推進のために 
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22..一一人人ひひととりりををききめめ細細かかくく支支ええるる 

 地域の特性を踏まえつつ、医療・保健・福祉・介護・教育など様々な分野が連携することによって、一
人ひとりの思いや痛みを敏感に感じ取り、向き合いながら、日々のくらしをきめ細やかに支援します。 

（医療をみんなで支える体制づくり ） 

■地域医療を担う人材を確保するため、医師及び看護師確保対策事業の推進を引き続き図るとともに、
特に不足となっている分野の専門医の確保に努めます。［（新）救急科・精神科医師確保対策資金・（新）ＮＩＣＵ勤
務医確保支援事業費（地域医療介護総合確保基金事業費）］ 

■地域医療機能の分化と連携を促進するため、地域医療構想（ビジョン）を策定するなど地域医療体制を
確保します。［(新）地域医療ビジョン策定事業費］ 

■「健康寿命」を延ばすため、市町をはじめ関係機関、ボランティア団体と一体となって、県民一人ひとり
の生活習慣の改善や特定健診・がん検診受診率向上などを促進します。［（拡）がん登録事業費］ 

（きめの細かいセーフティネットの構築） 

■各家庭にあるテレビをインターネットに接続し、高齢者に容易に操作できる画面・サービスを導入し、住
民生活に不可欠な地域情報等を提供します。［地域支え合い（Ｉ）ＣＴモデル事業費］ 

■介護・福祉人材確保のため、介護職場への参入及び環境改善の促進への支援を行います。［（拡）福祉
人材センター運営事業費（地域医療介護総合確保基金事業費）］ 

■認知症介護技術向上研修の実施により、認知症介護の質の向上を促進します。［（拡）認知症施策等総合
支援事業費］ 

■平成28年度に本県で開催される「第29回全国健康福祉祭ながさき大会」開催の準備をします。［全国健
康福祉祭開催準備事業費］ 

■障害者スポーツ活動の定着や裾野を広げる活動を促進します。［（新）障害者スポーツ普及・活性化事業費］ 

■生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の
実施、住居確保給付金の支給、その他の支援体制の構築に取り組みます。［(新）生活困窮者自立支援事業
費］ 

■社会的養護が必要な児童を可能な限り家庭的な環境において安定した人間関係の下で育てることが
できるよう、里親やファミリーホーム等への委託を推進するため、里親等の育成支援を行います。［（拡） 
里親育成支援事業費］ 

■小学校の利用可能な空き教室、通級指導教室、特別支援学級等を活用し、特別な配慮を要する子ど
もとその保護者の支援のための療育を実施する市町への補助及び特別支援教育に関する職員の資質
向上のための研修会を開催します。［（拡）幼児教育推進事業費］ 

（安全・安心な消費生活の実現） 

■悪質商法等のターゲットになりやすい高齢者等を消費者被害から守るため、警察と連携して、啓発活動
等を実施します。［（新）行政と警察のコラボによる消費者被害防止事業費］ 

（食の安全・安心の確保） 

■と畜場等におけるＨＡＣＣＰ衛生管理システムの導入を推進するとともに、生産者へ還元すると畜検査デ
ータの活用を促進し、食肉の安全性向上を推進します。［（新）食肉ＨＡＣＣＰ・データ還元事業費］ 

 

 

（家庭や地域の教育力・養育力の向上） 

■長崎県の子ども達の育成に関する新たな取組やシステムの実施・構築に取り組みます。［（新）長崎の子ど
もを守る支援ネットワーク構築事業費］ 

■土曜日等における子どもの安全・安心な居場所を確保し、地域の多様な経験や技能を持つ人材を活用
して、学校教育の教科等に関連した体系的･継続的な「土曜学習」の展開を図ります。［（新）ながさき土曜
学習推進事業費］ 

総合計画の確かな推進のために 



 

34 

33..人人をを育育ててるる、、人人をを活活かかすす  
 
 いきいきとした生活を送るための健康づくりや誰もが生きがいを持って社会参加できる環境づくりに取
り組むとともに、お互いが支え合いながら、様々な産業や地域づくりに取り組む人材を育てます。 

（すべての人の社会参加への支援） 

■官民一体の組織である「ながさき女性活躍推進会議」の活動を強化し、働きやすい環境整備等を図る
とともに、女性リーダーの育成・交流の場の提供等により女性の活躍を推進します。［（新）ながさき輝く女性
応援プロジェクト費］ 

■人権尊重の企業行動を推進していくため、企業の人事・労務担当者向け人権啓発セミナーを開催しま
す。［（拡）人権・同和問題啓発費］ 

■ワーク・ライフ･バランスの実現や誰もが働きやすい職場環境づくりを推進するため、中小企業等に対し、
アドバイザーを派遣するとともに労働セミナー等を開催します。［（新）企業活性化のための全員参加型職場環境
づくり支援事業費］ 

■各市町の社会教育担当者や教職員、地域住民、ＮＰＯ職員等が、社会教育の専門的なスキルを身に
付け、各地域において中心的な役割を担いながら、効率よく社会教育活動を推進できるような人材養
成のための社会教育専門員養成講座を開催します。［（拡）社会教育振興促進費］ 

（県民の健康と元気づくりへの支援） 

■「健康寿命」を延ばすため、市町をはじめ関係機関、ボランティア団体と一体となって、県民一人ひとり
の生活習慣の改善や特定健診・がん検診受診率向上などを促進します。［（拡）健康ながさき２１推進事業費・
（拡）職場の健康づくり応援事業費］ 

■学校給食における食物アレルギーへの対応など様々な現代的健康課題に対し、各学校が主体的かつ
効果的な取組を行うため、学校の管理職自らがリードし組織的に対応できる体制づくりを様々なかたちで
支援します。［（拡）学校保健研究推進費］ 

■「長崎がんばらんば国体」の成果を引き継ぐとともに、東京オリンピックや世界選手権など世界での活躍
が将来期待できる選手の発掘・育成・強化等に取り組み、実現することで子どもたちをはじめ県民に夢と
希望を与え、明るく活力に満ちた魅力あふれる長崎県づくりに貢献します。［（拡）競技力向上特別対策費］ 

（産業を輝かせる人づくり） 

■県内企業への就職を促進するため、県内企業におけるインターンシップを推進するとともに、県外からの
就職希望者への面接等にかかる経費を助成します。［（新）長崎の企業知名度アップ応援事業費］ 

■想定を上回る漁業就業者数減少が続く中、これまでの就業対策に、中高年層の着業支援を新たに加
え、幅広い年代にわたる就業者の確保育成を推進します。［(新)漁業就業者確保育成総合対策事業費］ 

■水産業に関する経営知識や技術、漁業制度などを体系立てて習得する場を設け、漁業生産と漁村活
力の確保に繋がる人材を育成します。［(新)未来に繋ぐ漁村塾事業費］ 

■新規就農者の受け入れを希望し、研修先・就農農地の態勢を整えた産地や法人等を対象に、受入団
体等登録制度を新たに構築し、情報発信から就農に至るまで一体的な支援を行います。［（拡）新規就農
者対策費］ 

 

（地域を輝かせる人づくり） 

■ＮＰＯ法人の適切な管理・運営及び組織基盤強化を図るとともに、認定・仮認定NPO法人の取得を促進
するセミナー等を開催します。［（拡）ＮＰＯボランティア活動促進費］ 

 

 

 

総合計画の確かな推進のために 
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44..力力強強くく豊豊かかなな農農林林水水産産業業をを育育ててるる 

産産業業がが輝輝くく長長崎崎県県 
働働くく場場ががああるるとといいううここととはは生生活活のの安安心心のの基基礎礎ををななすすももののでですす。。次次代代をを

担担うう力力強強いい産産業業をを育育てて、、県県民民ののみみななささんんががいいききいいききとと働働くくここととががでできき

るる長長崎崎県県ををめめざざししまますす。。 

 地域の特性や生産者のこだわりを活かした収益性の高い農林水産業の実現や、他産業との連携によ
る付加価値の向上に取り組みます。 

（「ナガサキブランド」の確立） 

■平成34年の「九州新幹線西九州ルート開業」を見据え、「有識者懇談会（仮）」等を設置し「関西PR戦
略」を立案するとともに、本県の食を中心とした魅力を総合的にPRするための県産品ブランドフェアを実
施します。［（新）関西ＰＲ戦略＆商圏開拓事業費］ 

■県産水産物の販売力強化を図るため、養殖トラフグ、養殖マグロの県内販売促進、他県産水産物との
差別化研究による付加価値向上、消費地を意識した売れる商品づくり等の取組を実施・支援します。
［(新)水産県ながさき販売パワーアップ事業費］ 

■産地側からの販売先への研修や、産地での小売バイヤーからの指導・助言に基づく水産加工品や未利
用魚等の新商品開発・発掘等を行うことで、産地と売り場双方の人的関係を構築し、本県水産物の販
路拡大を図ります。［水産バイヤー・トレード事業費］ 

■本県の主力品目である「いちご」や「かんきつ類」等のブランド力を強化するため、消費者ニーズに対応し
たオリジナル品種の開発を実施します。［（新）ながさきオリジナル新品種開発推進事業費］ 

■給食メニューの開発や、地域で面的にまとまった県産品の利用拡大を図るための交流試食商談会の開
催等の支援により、県産物の県内消費拡大を推進します。［（新）ながさき地産地消推進事業費］ 

■「長崎四季畑」認証商品の取引拡大と商品力向上のため、バイヤー招聘の実施や常時取扱店舗の開
拓を図るとともに、県産農産物の認知度向上のための空港アンテナショップの機能強化を支援します。
［（新）長崎ブランド農産加工品ビジネス支援事業費］ 

（業として成り立つ農林業の所得の確保） 

■品目別技術対策の強化を図るとともに、産地計画に農地流動化による担い手の規模拡大や新規就農
者の受け入れ等に係る計画の策定を追加し、技術対策と連動させることで生産基盤の強化を推進しま
す。［（新）輝く園芸産地実現緊急支援事業費］ 

■地勢的に大規模化が難しい地域に対し、新規品目や地域内流通を目指した少量多品目からなる産地
形成を推進します。［（新）新規品目等チャレンジ農業支援事業費］ 

■地域の関係者が一体となって、肥育牛・繁殖牛の維持・増頭対策を検討する体制を構築し、担い手の
確保や増頭に向けた施設整備、粗飼料流通組織等の立ち上げ・育成、ICT技術を活用したスマート放牧
の実証等を実施します。［（新）畜産クラスター構築事業費］ 

■繁殖牛の減少に歯止めをかけるため、優良雌牛導入に係る支援を拡充します。［（拡）長崎和牛生産強化促
進事業費］ 

■コスト縮減と実質的な増頭により収益性の向上を目指す肥育期間短縮技術の早期定着を図るため、技
術的な支援を実施します。［（新）長崎和牛肥育経営体育成強化事業費］ 

■地域材供給倍増協議会に新たな専門部会（CLT部会）を設置して、県産材を活用したCLTの生産体制
の研究及び普及に向けた協議等を実施し、県産材の需要創出を図ります。［（拡）木材流通拡大事業費］ 

■鳥獣による農作物等被害を減少させるため、普及指導員･イノシシ対策A級インストラクターの指導のも
と、防護柵の整備や捕獲隊設置など地域ぐるみで取組む３対策を総合的に支援します。［地域で進める鳥
獣対策推進事業費］ 

（強い経営力を持った農林業の経営体の育成） 

■地域に構築された労力支援システムの機能向上を図るため、多様な人材の確保や作業員の技術向上
等に向けた取組みを支援します。［（新）地域労力支援システム強化支援事業費］ 
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（収益性の高い、安定した漁業・養殖業の実現） 

■経営改善や新たな事業展開を目指す漁業者に対して、関係機関が連携して指導・支援を行う体制を
整備し、国・県の補助事業活用促進などにより、強い経営体づくりを推進します。［(新)水産経営支援事業費］ 

■水産経営支援事業を活用し、所得向上を目指す漁業者等が行う取組の支援に加え、漁協や市町等が
行う生産基盤整備等へ支援を行い、漁業者所得の向上と地域・漁村の活性化を図ります。［(新)新水産

業収益性向上・活性化支援事業費］ 

■収益性の高い経営体を育成するため、漁船漁業と貝藻類養殖の組合せによる経営の多角化、餌の改
良による養殖魚の生産コスト削減、養殖業者の協業化等について、意欲ある生産者が行う取組に支援
を行います。［(新)強い養殖業経営体づくり総合対策事業費］ 

■本県養殖業の収益性向上のため、高級新魚種や優良品種の導入、県内完結型クロマグロ養殖の技術
開発、産学官連携による餌料コスト削減等の取組、冬期加温による飼育期間短縮技術の開発を行いま
す。［(新)収益性向上養殖技術開発事業費］ 

■省エネ型漁業への転換による経営体質強化のため、国事業を活用して省エネ機器(省エネエンジン、
LED集魚灯等)の導入を行う漁業者グループに対して上乗せ支援を実施します。［省エネ転換緊急対策事業
費］ 

（次代へつなぐ水産資源と漁場づくり） 

■行政・研究機関・民間・漁業者等が連携し、藻場回復技術の検証、技術普及啓発、漁業者等による活
動組織の育成と取組の支援を行い、藻場回復を推進します。［(新)藻場回復等総合推進事業費］ 

■水産資源の適切な管理を推進するため、漁業者による資源管理計画の自己点検後、効果的な資源管
理の取組導入への支援等を実施します。［(新)資源管理計画高度化推進事業費］ 

■漁場の円滑な利用のための漁業調整の継続に加え、漁業種類の多角化など収益性向上につながる漁
業許可の有効活用や許可内容の見直しのため漁業協同組合等が実施する試験操業への支援を行うと
ともに、必要な調査を大学と連携し実施します。［(新)ながさきの海総合利用対策事業費］ 

■本県沿岸域における重要資源(クエ、トラフグ、ガザミ)について、対象とする魚種や海域の特性に応じた
種苗放流や資源管理を組み合わせた取組を推進することにより、資源の早期回復を図ります。［重要資
源育成支援事業費］ 

■ヒラメ資源の回復のため、県内における放流推進体制の再構築と人工種苗の標識放流を行い、効果的
な放流方法の検討や、将来の関係県との共同放流体制整備に向けたデータ収集等を実施します。［ヒラ
メ資源回復共同放流推進事業費］ 

（第２次産業や第３次産業との連携） 

■県産水産物の販売力強化を図るため、養殖トラフグ、養殖マグロの県内外販売促進、他県産水産物と
の差別化研究による付加価値向上、消費地を意識した売れる商品づくり等の取組を実施・支援します。
［(新)水産県ながさき販売パワーアップ事業費］ 

■水産経営支援事業を活用し、所得向上を目指す漁業者等が行う取組の支援に加え、漁協や市町等が
行う生産基盤整備等へ支援を行い、漁業者所得の向上と地域・漁村の活性化を図ります。［(新)新水産

業収益性向上・活性化支援事業費］ 

（基盤技術の向上につながる研究開発の展開） 

■本県産業の振興のため、研究機関単独での解決が困難な県政の重要課題について、県内外の外部リ
ソースを活用した産学官連携や部局間連携により、新たな社会的、経済的価値の創出につなげていく
研究（戦略プロジェクト研究）を県研究機関において実施します。［戦略プロジェクト研究推進事業費］ 
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55..次次代代をを担担うう産産業業とと働働くく場場をを産産みみ育育ててるる 

 県内産業の生産性や競争力の向上、新たな産業づくりに取り組むことにより、定住につながる雇用の
場を創り出していきます。 

（地場企業の育成・支援） 

■窯業産地における中核人材の確保・育成を行うとともに、産地が主体となって実施する認知度向上およ
び販路拡大を目的とした事業に対し支援を実施します。［（新）窯業人材育成等産地支援事業費］ 

■中堅企業予備軍（食品製造業等）を2ヵ年にわたって包括的に支援し、足腰の強い中堅企業への育成
を目指します。［（新）ふるさと企業包括支援事業費］ 

■本県製造業の基幹産業である造船業の国内外を含めた現状把握を進め、環境変化に対応した事業戦
略の構築を支援し、安定した経営基盤の確保に向けた検討を実施します。［（新）造船関連産業競争力強化
検討事業費］ 

■商工会・商工会議所が小規模事業者の地域資源を活かした商品・サービス開発や取引拡大等の取組
を支援するために必要な「広域経営指導員」や「専門コーディネーター」を配置します。［（新）地域ビジネス
発展支援事業費］ 

（企業誘致の推進） 

■民間企業等経験者の配置など、国や企業の動きを見据えつつ、総合的な施策を展開し、企業誘致を
推進します。［（新）企業誘致総合展開推進事業費］ 

（新産業の創出・育成） 

■産業競争力強化法にもとづく市町を中心とした創業支援体制を構築するとともに、産業振興財団と連携
した創業支援事業の実施や、市町が取組む創業者発掘事業の支援等により、創業者の増加ならびに
育成促進を図ります。［（新）創業・起業支援事業費］ 

■東アジア地域における環境保全に関する行政・研究交流を推進し、地域に共通する環境に関する課題
解決と人材育成を推進します。［（新）長崎発東アジアの環境技術発信事業費］ 

■国が目指す水素社会実現への対応のため、本県の水素源掘り起こしや利活用の可能性について、県
内外の企業等から構成する研究会の運営等による調査・検討を実施します。［（新）長崎県水素戦略策定事
業費］ 

■本県海域の浮体式洋上風力発電及び潮流発電の実証フィールドの創設を推進するとともに、海域内に
おける海洋再生可能エネルギー産業の拠点形成を推進します。［（新）海洋エネルギー関連産業の拠点形成推
進事業費］ 

■介護周辺・健康サービスの事業者間の連携や認知度向上を図るプラットフォームの構築とそこから生ま
れるビジネスモデルの事業化支援を実施します。［（新）介護周辺・健康サービス事業化促進事業費］ 

（産学官協働による研究開発・技術支援の展開） 

■五島地域において子育て世代や高齢者に優しい超小型ＥＶの実証フィールドを形成し、地場企業による
超小型ＥＶ研究開発を支援すると共に、実車を用いた技術研修会によりＥＶ人材の裾野を拡大します。
［（拡）五島（超小型ＥＶ）プロジェクト推進事業費］ 
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66..地地域域のの魅魅力力をを磨磨きき上上げげ人人をを呼呼びび集集めめるる 

 本県のソフトパワーである豊かな歴史、文化、自然等の魅力を磨き上げ発信することにより、県内外
から人を呼び集めます。 

（魅力ある観光地づくりの推進） 

■観光関係団体、県民、行政等が一体となり、おもてなし運動を推進するため、県民向けの啓発活動、学
校教育と連携した取組等を行うほか、バリアフリー観光の情報発信等を実施します。［（拡）長崎県総おもて
なし運動推進事業費］ 

（観光客の誘致促進） 

■平成28年秋のＪＲデスティネーションキャンペーンを効果的に展開するため、長崎ＤＣ推進協議会を中
心にその効果を最大化するための体制を構築するとともに、顧客ニーズを捉えた「着地型旅行商品」の
磨き上げを行い、効果的な情報発信を実施します。［（新）長崎デスティネーションキャンペーン推進事業費］ 

（歴史・文化などの魅力の向上） 

■世界遺産候補「明治日本の産業革命遺産」の平成27年登録と「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」
の平成28年の世界遺産登録実現に向けて取組を推進します。［「明治日本の産業革命遺産」世界遺産登録推
進事業費・「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」世界遺産登録推進事業費・（新）世界遺産海外啓発事業費］ 

■本県の歴史的資源について、国際的レベルの学術調査・研究を促し、「日本遺産」認定等のコンテンツ
の充実や、効果的な情報発信を強化することで、観光・地域振興や国際交流を推進します。［（新）究め
る・つなげる「長崎の歴史」魅力発信事業費］ 

（文化・スポーツイベントを活用した交流の拡大） 

■大型スポーツイベントへの誘致支援によりスポーツを活用した交流人口の拡大を図り、県内におけるス
ポーツツーリズムの推進を図ります。［大型スポーツ誘致・支援事業費］ 

（歴史的結びつきと文化的特性を活かした海外との交流の推進） 

■民間レベルでの国際交流の活性化を図るため、国際交流活動を行う団体・グループに対する支援や海
外との団体との交流会を実施します。［（新）国際交流県民参加促進事業費］ 

■中国駐長崎総領事館の開設30周年を記念した講演会・祝賀会等を実施します。［（新）中華人民共和国註
長崎総領事館開設30周年記念事業費］ 
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77..アアジジアアとと世世界界のの活活力力をを呼呼びび込込むむ 

 これまでに培った歴史や文化、人のつながりを活かしながら、今後も高い成長が見込まれるアジアの
活力を本県に取り込みます。 

（アジアの観光客の誘客強化） 

■留学生等を活用し、海外の各市場で訴求力の高いと思われる観光資源・観光素材を外国人観光客が
利用しやすいメニューとして構築するとともに素材重視の情報発信を実施します。［（新）ディスカバー長崎海
外誘客対策事業費］ 

■上海線やソウル線の利用促進を図りつつ、伸長著しい東南アジアの新たな地域との相互乗り入れ型          
（２ＷＡＹ）チャーターの誘致を図ります。［県内空港活性化推進事業］ 

■日中韓で文化交流、青少年交流、政府間交流など様々な交流事業を実施することにより、本県をゲー
トウェイとする人・物の流れの活発化を図り、３か国の実利の創出を目指します。［（新）東アジア相互交流推
進事業費］ 

（クルーズ観光の拡大） 

■東アジアクルーズを中心に増加傾向にある国内外クルーズ客船の誘致促進による観光客数の増加を
図るため、積極的な誘致活動を展開するとともに、佐世保港への誘致及び台湾からの誘致強化、入港
回数の増加や客船の大型化に対応するため、誘致・受入態勢の充実を推進します。［（拡）大型客船誘致
促進プロジェクト推進事業費］ 

（外国人の受入環境の整備・向上） 

■公共交通事業者や民間施設が行う外国人観光客受入のための公衆無線ＬＡＮや外国語案内表記の
整備等へ支援を行うとともに、外国人観光客の動向調査等を実施し戦略的な外国人観光客誘致対策
を推進します。［（新）外国人観光客受入環境整備推進事業費］ 

（県産品の輸出強化と企業の進出支援） 

■県内の関係機関と連携し、中小企業の海外展開を支援するプラットフォームの構築や、企業に対する
普及啓発活動等を実施します。［（新）中小企業海外展開支援プラットフォーム事業費］ 

■東南アジア地域への本県企業の展開を促進するため、技能実習生の効果的な受入と活用へ向けた取
組を行うほか、進出を検討する企業の支援等を実施します。［（新）ベトナム人材活用・経済交流促進事業費］ 

■適正な魚価形成を図り、多様な漁業生産体制を維持・強化するため、新たな輸出対象国への市場開
拓調査、海外における拠点設置支援等により水産物の輸出を促進します。［水産物輸出促進事業費］ 

 

総合計画の確かな推進のために 
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88..「「地地域域発発のの地地域域づづくくりり」」をを進進めめるる 

地地域域がが輝輝くく長長崎崎県県 
住住むむ人人たたちちのの思思いいやや地地域域のの特特色色をを活活かかししたた「「地地域域発発のの地地域域づづくくりり」」をを

応応援援すするるここととにによよりり、、地地域域にに活活気気とと賑賑わわいいががああふふれれたた長長崎崎県県ををめめざざしし

まますす。。 

 地域のみなさんの声を十分にお聞きしながら、地域自らが進める、特色を活かした地域づくりを応援
します。 

（自発的な地域づくりの推進） 

■移住者のニーズを踏まえた切れ目のない支援につなげる戦略の下、受け入れ環境や首都圏等への情
報発信・相談体制の充実により、ＵＩターンのより一層の促進をめざします。［（新）新・ながさき暮らしＵＩターン促
進プロジェクト費］ 

■県外からのＵＩターン希望者等向けに活用される、空き家の改修工事について補助を行い地域の活性化
を図ります。［（新）長崎型移住促進空き家活用事業費］ 

■豊かな自然環境に優れ、医療・介護受入能力が比較的高い本県の特性も考慮しつつ、大都市圏の高
齢者が移住先として本県に注目し、選択することに寄与するながさき型ＣＣＲＣモデルの創出を図りま
す。［（新）高齢者移住促進事業費］ 

■都会から特色のある「人財」を呼び込み、地域の魅力アップや起業・定住による地域活性化の推進を図
ります。［長崎をかえる人財誘致プロジェクト推進費］ 

■こぎだせミーティング等の議論を通じて、振興局が市町や地域と協働して地域課題の解決に取り組むプ
ロジェクトとして、対馬地域に加え、五島地域及び島原地域でオーダーメイド型の振興局プロジェクトを推
進します。［（拡）振興局プロジェクト費］ 

■地域コミュニティの活性化を図るため、市町が行うコミュニティ活動の担い手育成等の取組を支援する
とともに、地域コミュニティ活動への県民参加促進に向けた情報発信等を行います。［（新）地域コミュニティ
活性化推進事業費］ 

■多様化する県民ニーズや地域課題の解決にきめ細やかに対応するため、ＮＰＯ法人等と企業との連
携、協働を促進する情報交換会等を実施します。［（新）ＮＰＯと企業とのパートナーシップ支援事業費］ 

（他地域をリードする先進的な取組の展開） 

■ニホンジカによる生態系被害が各地域で顕著化しており、特に、対馬において、被害が大きいため、希
少生物の主要な生育生息地であり、貴重な観光資源を形成している壱岐対馬国定公園内において生
態系被害対策を実施します。［（新）自然観光資源回復事業費］ 

■九州自然歩道ルートマップなどの総合的な自然体験情報を作成し、旅行業者等にＰＲを行うとともに、
ホームページ等の情報提供ツールの充実を図ります。［（新）自然ふれあい情報強化事業費］ 

（しまや過疎地域の活性化） 

■しまへの移住・定着を志す若者らを後押しするため、起業にチャレンジする環境整備に取り組む市町を
支援します。［（新）しまへの若者定住支援事業費］ 

（文化・芸術によるまちづくり） 

■人口減少や少子高齢化の進行が著しい離島半島地域を中心に、地域実行委員会等が、各地域の独
自性・自主性を活かして行なう、交流人口の増や創造的人材の育成等に繋がる文化芸術活動を支援
します。［（新）地域発「ながさき文化のちから」創生事業費］ 

■東アジア的視点に立った考古学研究を進めるため、韓国、中国の研究機関等との交流により、共同研
究の実施や国際シンポジウム開催等を行い、「東アジア考古学研究」の魅力ある拠点になることによっ
て、古来より東アジア世界との交流拠点であった本県の歴史的具体像を解明し、県内の遺跡や出土品
や文化財の価値を高めるとともに、これらの活用を図ります。［（拡）埋蔵文化財センター管理運営費（東アジア考
古学事業）］ 

 

総合計画の確かな推進のために 
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 （スポーツによる地域の活力の創出） 

■国体等の成果を活かした市町の取組を支援することにより、「わがまちスポーツ」として地域づくりや地域
の活性化を推進します。［（新）「わがまちスポーツ」推進事業費］ 

■国内外トップレベルのチーム・団体のスポーツ合宿等の誘致を支援することにより、地域の賑わい創出
を推進します。［スポーツ・地域にぎわいづくり推進事業費］ 

（世界平和への貢献） 

■被爆70年という節目の年に、被爆の実相の継承や被爆地から全世界に向けて情報発信を実施すると
ともに、県民の平和の意識の高揚を推進します。［（拡）長崎県平和発信事業費］ 

総合計画の確かな推進のために 
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99..安安全全・・安安心心でで快快適適なな地地域域ををつつくくるる 

 地域の安全・安心を確保し快適さを創り出すことにより、県民のみなさんが癒しや安らぎを感じていた
だけるようなくらしづくりに取り組みます。 

（災害に強く命を守るまちづくり） 

■災害や有事における防災関係機関等の対応能力の向上を図るため、自然災害や石油コンビナート区
域での災害、原子力災害、武力攻撃事態等の様々な災害を想定した実践的な訓練を実施します。［一
般防災対策費ほか］  

■県民の防災意識の向上及び地域の防災力を高めるため、消防団員確保対策及び自主防災組織率の
向上などを実施します。［（新）消防団充実強化促進事業費・自主防災組織結成推進事業費］ 

■新県庁舎への防災行政無線設備移設と平行して、老朽化した設備の更新・改修等、防災新拠点にお
ける防災行政無線の通信網強化を図るため、実施設計業務を実施します。［長崎県防災行政無線高度再整
備事業費］ 

■テレビ、ラジオ等の事業者を通じ、一元的に各種緊急情報を配信することが可能なシステムを構築し、
各種メディアに土木部から防災活動に不可欠な情報を随時発信します。［（新）災害避難アシスト事業費］ 

■原子力災害発生時に想定される避難道路について、既存の避難シミュレーションの結果を基に、避難
時に発生する問題点や課題の整理を行った上で、その対応策を検討します。［（新）原発避難道路調査事業
費］ 

（安全・安心なまちづくり） 

■「犯罪のない安全・安心まちづくり」、「交通安全」に関する社会貢献活動に取り組む県内事業者等をパ
ートーナーシップ事業者として公募・登録し、連携しながら防犯・交通安全活動を推進します。［（新）長崎
県安全・安心まちづくりパートナーシップ（モデル）事業費］ 

■高齢者に対する交通安全教育指導者への指導技術向上や子ども、親、高齢者の３世代を一堂に会し
た参加体験型の交通安全教室の開催等により高齢者の交通事故防止を推進します。［高齢者交通事故防
止総合対策事業費］ 

（地球温暖化対策の推進） 

■「長崎県地球温暖化対策実行計画」に基づいた県民総ぐるみの地球温暖化対策を推進します。［（新）地
球温暖化対策実行計画推進事業費］ 

（環境への負荷の削減と循環型環境づくり） 

■廃棄物の発生抑制・リサイクル推進のため、「ながさき環境県民会議」を中心としたゴミゼロ県民運動の
展開やバイオディーゼル燃料の再生利用を促進します。［（新）４Ｒ・ゴミゼロ推進事業費］ 

■ＦＲＰ廃船にかかるリサイクル処理をモデル的に離島で実施し、リサイクル処理の推進体制づくりを支援し
ます。［（新）FRP漁船リサイクル処理体制づくり事業費］ 

（人と自然が共生する地域づくり） 

■県生物多様性保全戦略に基づいた各種保全対策を県、市町、民間の各事業主体が連携して推進しま
す。［緑といきもの賑わい事業費］ 

総合計画の確かな推進のために 
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 地域間交流や県内の産業を支える高速・広域交通体系の整備や都市の競争力を高めるまちづくりを
進めるとともに、離島・半島等のくらしを支える地域の交通を確保し、県土の均衡ある発展をめざしま
す。 

（高速・広域交通体系の確立） 

■地域間交流や県内産業を支える高速・広域交通体系の確立のため、九州新幹線西九州ルート（長崎
ルート）のより一層の整備促進を実施します。［新幹線整備事業費負担金］ 

■地域の活力を生み出すための広域交通ネットワークの形成とまちづくりの推進を図ります。［（新）一般国道
207号道路改良事業費（東長田工区）ほか］ 

■安全・安心を向上させるための事前防災・減災対策の推進を図ります。［（新）雪浦川総合流域防災事業費ほ
か］ 

■インフラ老朽化に伴う戦略的な維持管理・更新の推進を図ります。［（新）公園施設長寿命化対策事業費ほか］ 

（都市の競争力を高めるまちづくり） 

■地域の活力を生み出すための広域交通ネットワークの形成とまちづくりの推進を図ります。［ＪＲ長崎本線連
続立体交差事業費ほか］ 

（離島・半島等のくらしを支える地域交通・情報通信の確保） 

■離島航空路線を利用した離島への観光客の増大を図るため、長崎空港を起点とした首都圏からのしま
巡りツアーを離島３市及びＯＲＣと連携して創出します。［（新）長崎空港経由離島航空路線利用拡大事業費］ 

1100..地地域域づづくくりりをを支支ええるるネネッットトワワーーククををつつくくるる 

総合計画の確かな推進のために 
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政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    『『ししままはは日日本本のの宝宝』』戦戦略略  

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    『『ししままはは日日本本のの宝宝』』戦戦略略  

 しまの人口減少に歯止めをかけることを目的に、それぞれのしまが有する誇るべき資源に磨きをか

け、最大限に活用することにより、産業振興や交流の拡大を図り、活力のあるオンリーワンのしまづくり

を目指すとともに、生活環境の向上による暮らしやすいしまづくりや、輸送コストの軽減など地理的な不

利条件を克服するしまづくりを進めます。 

 

《教会と椿のしま「五島」プロジェクト》 

 世界遺産の候補となっている教会群や日本一の五島椿、五島うどんといった地域資源の取組などを組

み合わせ、五島列島全体としての振興を図っていきます。 

 

《古代ロマンと麦焼酎のしま「壱岐」プロジェクト》 

 福岡からわずか１時間という地の利を活かし、原の辻遺跡や古墳群、神楽といった古代の歴史や文化、

麦焼酎や新鮮な食等を組み合わせ、週末に一泊二日でゆったりと過ごせるような癒しのしまを目指しま

す。 

 

《日韓交流拠点「対馬」プロジェクト》 

 平成27年は、日韓国交正常化50周年という節目の年であり、古くから韓国との交流の拠点となっている

対馬をゲートウェイとして本県の活性化につなげていく絶好の機会であるため、対馬観光の魅力向上を図

るとともに、木材・水産物の輸出拡大や朝鮮通信使関連資料の世界記憶遺産への登録推進、日韓交流

の拠点となる施設の整備など、さらなる人・物・文化の交流拡大に向けて取組を強化していきます。 

 

○平成27年の主な新規事業等（案） 

■離島航空路線を利用した離島への観光客の増大を図るため、長崎空港を起点とした首都圏からのしま
巡りツアーを離島3市及びORCと連携して創出します。［（新）長崎空港経由離島航空路線利用拡大事業費］ 

■県内の子ども・親子を対象に「しま」のよさを活かした体験活動を実施し、参加者同士や「しま」の人々と
の交流を深めながら、本県の特徴である島地域の自然・歴史・暮らしなどについての理解及びふるさと
長崎県の再認識を図ります。［（新）しまの魅力に出会う日本の宝「しま」交流支援事業費］ 

■人口減少や少子高齢化の進行が著しい離島半島地域を中心に、地域実行委員会等が、各地域の独
自性・自主性を活かして行なう、交流人口の増や創造的人材の育成等に繋がる文化芸術活動を支援
します。［（新）地域発「ながさき文化のちから」創生事業費］ 

■県内外から積極的な目的意識を持つ生徒が集う特色ある学校づくりを行い、教育活動の活性化と地域
活力の高揚を図ります。「しま」の持つ教育資源を活用した「離島留学制度」において、島外からの生徒
の受け入れをより促進するための取組を行います。［（拡）高校生の離島留学推進事業費］ 

■しまへの移住・定着を志す若者らを後押しするため、起業にチャレンジする環境整備に取り組む市町を
支援します。［（新）しまへの若者定住支援事業費］ 

■こぎだせミーティング等の議論を通じて、振興局が市町や地域と協働して地域課題の解決に取り組むプ
ロジェクトとして、対馬地域に加え、五島地域でオーダーメイド型の振興局プロジェクトを推進します。
［（拡）振興局プロジェクト費］ 

■対馬市が建設を予定している対馬博物館（仮称）と県立対馬歴史民俗資料館との一体的な整備を図り
ます。［（新）対馬歴史民俗資料館再整備事業費］ 

 

総合計画の確かな推進のために 
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政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    アアジジアア・・国国際際戦戦略略 

総合計画の確かな推進のために 

 

アジアとの近接性や歴史的なつながりといった本県の優位性を生かしながら、双方向の人の往来、物の

流れを拡大し、新たな国土軸ともいうべき「新アジア軸」を構築します。 

アジアをはじめとして県産品の海外販路拡大を図るとともに、県内企業による海外展開のサポート体制

を強化します。 

アジアとのゲートウェイとなる本県に国際交流拠点を形成するとともに、グローバル時代に対応できる

人づくりを推進します。 

 

 

 

 

◇観光客の受入環境整備と長崎県の強みを生かした観光客の誘致 

■留学生等を活用し、海外の各市場で訴求力の高いと思われる観光資源・観光素材を外国人観光客が利
用しやすいメニューとして構築するとともに素材重視の情報発信を実施します。［（新）ディスカバー長崎海外誘客
対策事業費］ 

■東アジアを中心に急増する個人観光客、首都圏を訪れる外国人や在住欧米人等に対する誘致対策を展
開します。［（新）国際観光ステージアップ推進事業費］ 

◇定期航空路線の利用促進とチャーター便、外航クルーズ客船の誘致拡大 

■上海線やソウル線の利用促進を図りつつ、伸長著しい東南アジアの新たな地域との相互乗り入れ型          
（２ＷＡＹ）チャーターの誘致を図ります。［県内空港活性化推進事業費］ 

■東アジアクルーズを中心に増加傾向にある国内外クルーズ客船の誘致促進による観光客数の増加を図る
ため、積極的な誘致活動を展開するとともに、佐世保港への誘致及び台湾からの誘致強化、入港回数の
増加や客船の大型化に対応するため、誘致・受入態勢の充実を推進します。［（拡）大型客船誘致促進プロジェ
クト推進事業費］ 

◇アジアにおける相互交流の拡大 

■日中韓で文化交流、青少年交流、政府間交流など様々な交流事業を実施することにより、本県をゲートウ
ェイとする人・物の流れの活発化を図り、３か国の実利の創出を目指します。［（新）東アジア相互交流推進事業
費］ 

■ベトナムへ長崎県訪問団を派遣し、県産品の試食宣伝・文化観光等分野のPRなどを行います。［（拡）東南
アジアプロジェクト重点推進事業費］ 

 

 

 

◇アジアをはじめとする海外への県産品輸出の拡大 

■海外への長崎県産品のさらなる輸出拡大を図るため、商社機能を有する県内企業と連携し、販路開拓・
販路拡大を推進します。［（新）長崎県産品海外販路拡大事業費］ 

■適正な魚価形成を図り、多様な漁業生産体制を維持・強化するため、新たな輸出対象国への市場開拓
調査、海外における拠点設置支援等により水産物の輸出を促進します。［水産物輸出促進事業費］ 

◇企業の海外進出を支えるビジネスサポート体制の拡充・強化 

■海外ビジネスサポートデスクの設置や市場調査等への助成により、県内企業の海外進出を支援。コンサル
ティング企業との連携支援等を行い、ODA等の国の支援事業の活用を促進します。［東アジアビジネス展開プロ
ジェクト推進事業費］ 

■東南アジア地域への本県企業の展開を促進するため、技能実習生の効果的な受入と活用へ向けた取組
みを行うほか、進出を検討する企業の支援等を実施します。［（新）ベトナム人材活用・経済交流促進事業費］ 

 

 

 

 

 

第１の柱 アジアを中心とした相互交流の拡大 

第２の柱 国際市場でのビジネス展開の支援 
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総合計画の確かな推進のために 

 

■東アジア地域における環境保全に関する行政・研究交流を推進し、地域に共通する環境に関する課題解
決と人材育成を推進します。［（新）長崎発東アジアの環境技術発信事業費］ 

◇長崎港の物流体制強化 

■産業振興のインフラとしてのコンテナ航路の維持・発展を図るため、集荷活動・航路誘致活動を促進しま
す。［長崎港活性化推進事業費］ 

 

 

 

 

◇地域ごとの特色を生かした国際交流拠点の形成 

■平成27年の日韓国交正常化50周年を契機に、古くから日韓交流の拠点である対馬をゲートウェイとして更
なる交流を進めるため、日韓交流の拠点となる歴史・文化発信施設の整備を検討します。［（新）対馬歴史民
俗資料館再整備事業費］ 

■本県の歴史的資源について、国際的レベルの学術調査・研究を促し、「日本遺産」認定等のコンテンツの
充実や、効果的な情報発信を強化することで、観光・地域振興や国際交流を推進します。［（新）究める・つな
げる「長崎の歴史」魅力発信事業費］ 

■被爆70年という節目の年に、被爆の実相の継承や被爆地から全世界に向けて情報発信を実施するととも
に、県民の平和の意識の高揚を推進します。［（拡）長崎県平和発信事業費］ 

■東アジア的視点に立った考古学研究を進めるため、韓国、中国の研究機関等との交流により、共同研究の
実施や国際シンポジウム開催等を行い、「東アジア考古学研究」の魅力ある拠点になることによって、古来
より東アジア世界との交流拠点であった本県の歴史的具体像を解明し、県内の遺跡や出土品、文化財の
価値を高めるとともに、これらの活用を図ります。［（拡）埋蔵文化財センター管理運営費（東アジア考古学事業）］ 

◇国際人材育成の強化 

■英語・中国語・韓国語の語学研修、グローバル企業への訪問研修の実施、生徒の国際的素養を高めるた
めの取組への支援を行うことにより本県とアジアとの地理的近接性を活かしたグローバル人材の育成を図り
ます。［（新）長崎から世界へ！高校生グローバルチャレンジ］ 

■小学校教員と中学校英語教員の英語教育力向上を図るため、全体研修及び地区別の悉皆研修を実施し
ます。また、小学校低学年からの英語教育の推進、小中が連携した英語教育の充実や県独自の教材を
活用して、中学生の英語の語彙力や表現力を高める取組を展開します。［（拡）小中高を通じた外国語教育強化
推進事業費］ 

◇海外人材育成への貢献と人脈強化 

■ホーチミン市が実施する職業訓練指導のため、溶接技術指導員を派遣するとともに、ホーチミン市から派
遣された訓練指導員を対象に訓練を実施することにより、同市の訓練指導者の技能向上を支援します。
［アジアものづくり人材交流事業］ 

■べトナム地方政府職員の短期研修を県の機関で実施するなど、ベトナム地方政府との人脈構築・強化を
図り、今後の様々な分野での交流拡大に結び付けていきます。［（拡）東南アジアプロジェクト重点推進事業費］ 

 

 

 

 

第３の柱 国際交流に貢献する人づくり、拠点づくり 

人づくり・拠点づくり 
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 本県が持つ産業技術や豊かな自然環境を活かしながら、「産業振興、雇用創出」と「社会の低炭素

化・グリーン化の実現」を同時に目指します。  

 

＜ナガサキ・グリーンニューディール戦略プロジェクト＞ 

 政策横断プロジェクト「ナガサキ・グリーンニューディール」をさらに推進するため、今後、特に力を入れる

ものとして、次のプロジェクトに集中的に取り組み、次代を拓く環境・エネルギー産業を創出します。 

 

 エネルギー自立をめざす島「対馬プロジェクト」  

・ 再生可能エネルギーの導入や、省エネを促進し、エネルギー自立を目指す離島の先進モデルを創出

します。 

 

 地域資源活用モデル創出「西海プロジェクト」  

・ 半島の多様性を活かし、地域が主体となって「潮流発電の事業化」に関する地域資源活用型のモデ

ルを創出します。 

 

 次世代自動車社会実証推進「五島プロジェクト」 

・ 超小型ＥＶが走る実証地域を形成し、県内の次世代自動車産業の育成を図ります。 

 

 日本版ＥＭＥＣ推進「海洋フロンティアプロジェクト」 

・ 漁業と調和した海洋再生可能エネルギーの実証フィールドを構築し、海洋エネルギー分野の産業創

出を図ります。 

 

 アジアへの環境貢献「海外展開支援プロジェクト」 

・ アジアへの環境貢献を果たしながら、現地での人脈を形成し市場開拓を進め、県内企業の進出を戦

略的に支援します。 

 

 地域力結集「長崎未来型エネルギー自給自足団地プロジェクト」 

・ 県内技術を活用した地場工務店によるスマートハウスの開発及び整備を支援し、市場参入を促進しま

す。 

 

○平成27年度の主な新規事業等（案） 

■国が目指す水素社会実現への対応のため、本県の水素源掘り起こしや利活用の可能性について、県
内外の企業等から構成する研究会の運営等による調査・検討を実施します。［（新）長崎県水素戦略策定事
業費］ 

 

■五島地域において子育て世代や高齢者に優しい超小型ＥＶの実証フィールドを形成し、地場企業による
超小型ＥＶ研究開発を支援すると共に、実車を用いた技術研修会によりＥＶ人材の裾野を拡大します。
［（拡）五島（超小型ＥＶ）プロジェクト推進事業費］ 

 

■本県海域での潮流発電及び浮体式洋上風力発電の実証フィールドの構築を推進するとともに、実用化
から商用化までを見据えた長崎県海洋再生可能エネルギー産業の拠点形成を推進します。［（新）海洋
エネルギー関連産業の拠点形成推進事業費］  

 

 

 

 

 

 

政政策策横横断断ププロロジジェェククトト    ナナガガササキキ・・ググリリーーンンニニュューーデディィーールル 

総合計画の確かな推進のために 



【危機管理監】

 災害や有事における防災関係機関等の対応能力の向上を図るため、自然災害や石油コンビナー
ト区域での災害、原子力災害、武力攻撃事態等の様々な災害を想定した実践的な訓練を実施

基本方針

平成２７年度は、「地域が輝く長崎県づくり」の基本理念のもと「安全・安心で快適な地域
をつくる」ため、県民の命を守る重点的な取組を実施いたします。

近年の大規模自然災害や多様な危機事象の頻発と、東日本大震災の未曾有の被害や
原子力発電事故の発生により、県民の安全・安心に対する関心が今まで以上に高まる中、
「県民の生命、身体、財産を守る」ため、国、市町、関係機関と連携し、災害発生時の初動
体制や防災情報の収集・伝達体制の確保など、防災関係機関相互の緊密な連携を確保し
つつ防災体制を充実・強化します。

また、災害時において大きな力となる地域における自助・共助の取組を推進し、災害発生
時の被害を最小限にするため、消防団員の確保、自主防災組織の育成・組織化を促進す
るための施策を実施します。

一般防災対策費（危機管理課） ：３，６５１千円
特殊防災対策費（危機管理課） ： ３１７千円
原子力災害対策整備事業費（危機管理課）：４，５６５千円
国民保護対策事業費（危機管理課） ：１，００７千円

主な計上事業

 県民の防災意識の向上及び地域の防災力を高めるため、自主防災組織率の向上対策及び消防
団員確保対策などを実施

自主防災組織結成推進事業費（危機管理課） ：２，７３２千円
（新）消防団充実強化促進事業費（消防保安室）：６，６６７千円

 新県庁舎への防災行政無線設備移設と並行して、老朽化した設備の更新・改修等、防災新
拠点における防災行政無線の通信網強化を図るため、実施設計業務を実施

防災行政無線移設更新費（危機管理課）：８２，１４３千円
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【総務部】

基本方針

主な計上事業

 各家庭にあるテレビをインターネットに接続し、高齢者に容易に操作できる画面・サービスを導入
することにより、住民生活に不可欠な地域情報等を提供

地域支え合い（Ｉ）ＣＴモデル事業費（情報政策課）：８，４２２千円

総合計画の実現に向け、「人が輝く、産業が輝く、地域が輝く長崎県づくり」の基
本理念のもと、職員の総合力を発揮し、真摯に全力で取り組んでまいります。
１．県民の皆様が必要とする施策を着実に実施し、質の高い公共サービスを低コス

トで提供するため、長崎県「新」行財政改革プランを着実に推進し、組織・事
業等の不断の見直しに取り組みます。

２．県財政の貴重な自主財源である県税収入を確保するため、市町との連携を強化
し、未収額の解消に努めます。

３．情報通信技術の利活用による生活環境の向上を図り、地域の情報化を推進する
とともに、行政分野への展開に積極的に取り組みます。

４．少子化の進行等、教育を取り巻く環境が厳しくなる中で、魅力ある私立学校づ
くりを推進します。

５．地域に貢献し、知の拠点となる長崎県立大学を支援するとともに、県内高等教
育の振興を図るため、大学間連携等を推進します。

 建学の精神のもと、私立学校の創意工夫を活かした特色ある活性化事業を展開するための取組
を支援

（新）魅力ある私立学校づくり支援事業費（学事振興室）：２８，６００千円
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【秘書広報局】

基本方針

知事・副知事の秘書事務を適正に執行するとともに、「元気な長崎県」をつくるために策定し
た「長崎県広報戦略」に基づき、県民の皆様が真に必要な情報を、ターゲットに合わせ各種広
報媒体を駆使し発信します。

 平成２６年度に策定した「長崎県広報戦略」を推進するために必要な事業

主な計上事業

（新）戦略的広報推進事業費（広報課）：４，８４６千円

 がんばくん、らんばちゃんを活用して県の魅力を発信

（新）公式マスコットキャラクター活用事業費（広報課）：５，１８７千円
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【企画振興部】

基本方針

 総合計画の最終年度となることから、具体的な成果を県民の皆様に感じていただけるよ
う、全力を挙げて取組を進めるとともに、長年の課題である一人当たり県民所得の低迷や人
口減少、しまをはじめとする地域力の低下といった懸案に対して、各部局と連携して挑戦して
いきます。

１．「国際定期航空路線の誘致拡大」を図るため、長崎空港の運用時間の延長や、長崎空
港発着の国際航空路線の利用促進と拡充に取り組みます。

２．「県外からの移住の促進による地域活力アップ」を図るため、ＵＩターンの総合的戦略の
下、受け入れ環境の充実や全国への情報発信の強化に取り組むほか、しまへの若者の移
住定着や、都市部からの高齢者の流入を増加させるための対策に取り組みます。

３．「地域の特色を活かした地域づくりの推進」を図るため、地域の実情に応じて喫緊に取
り組むべき地域課題の解決に向け、振興局が中心となり、市町や地域住民・関係業界等と協
働してプロジェクトの構築及び推進に取り組みます。

主な計上事業

 県・市町におけるワンストップ窓口の整備や総合的な情報発信に加え、市町と連携した住まい・仕
事・暮らしやすさに関する受入環境や首都圏における相談窓口のさらなる充実等により、ＵＩターン
をより一層促進

【H26.2月補正】
（新）新・ながさき暮らしＵＩターン促進プロジェクト費（地域づくり推進課）

： ６１，０３７千円

 豊かな自然環境に優れ、医療・介護分野での受入能力が比較的高い本県の特性も考慮しつつ、
大都市圏の高齢者が移住先として本県に注目し、選択することに寄与するながさき型ＣＣＲＣモデ
ルを創出

【H26.2月補正】
（新）高齢者移住促進事業費（地域づくり推進課）： １，０８２千円

 上海線やソウル線の利用促進を図りつつ、伸長著しい東南アジアの新たな地域との相互乗り入れ
型（２ＷＡＹ）チャーターを誘致

県内空港活性化推進事業費（新幹線・総合交通対策課）： １９５，６１７千円

 都会から特色のある「人財」を呼び込み、地域の魅力アップや起業・定住による地域活性化を推進

長崎をかえる人財誘致プロジェクト推進費（地域づくり推進課）： １７１，４３４千円
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 離島航空路線を利用した離島への観光客の増大を図るため、長崎空港を起点とした首都圏から
のしま巡りツアーを離島３市及びORCと連携して創出

【H26.2月補正】
（新）長崎空港経由離島航空路線利用拡大事業費（新幹線・総合交通対策課）：４，５３８千円

 地域コミュニティの活性化を図るため、市町が行うコミュニティ活動の担い手育成の取組等を支援
するとともに、地域コミュニティ活動への県民参加促進に向けた情報発信等を実施

（新）地域コミュニティ活性化推進事業費（地域づくり推進課）： １，０７７千円

 しまへの移住・定着を志す若者らを後押しするため、起業にチャレンジする環境整備に取り組む市
町を支援

【H26.2月補正】
（新）しまへの若者定住支援事業費（地域づくり推進課）： ３，０９５千円

 こぎ出せミーティング等の議論を通じて、振興局が市町や地域と協働して地域課題の解決に取り
組むオーダーメイド型の振興局プロジェクトを推進

（拡）振興局プロジェクト費（地域づくり推進課）： ５，７２９千円
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【文化観光物産局】

基本方針

主な計上事業

平成27年度は、長崎県総合計画の最終年度であることから、掲げた目標を着実に達成す
るとともに、県民所得向上、人口減少対策のために、文化・観光・物産部門の一層の連携
強化、歴史・文化を活かした交流の推進、観光客の誘致や県産品の販路拡大など実需の
創出・拡大を図るとともに、「アジア・国際戦略」の着実な推進を図ってまいります。

１．世界遺産登録の推進については、「明治日本の産業革命遺産」の平成27年登録と、「長
崎の教会群とキリスト教関連遺産」の平成28年登録の実現に向けて全力で取り組むととも
に、世界へ向けた発信や受入体制整備に向けた取組を進めてまいります。

２．観光施策においては、平成28年秋に全国規模で展開するＪＲデスティネーションキャン
ペーンをより効果的なものとするために、改めて各地域が有する観光資源の発掘・磨き上
げ、旅行商品としての定着を図るなど魅力ある観光地づくりを推進するとともに、２つの世
界遺産候補の価値やストーリー性を訴求することにより、長崎県観光のイメージの形成・浸
透を図り国内外から観光客の誘致を促進します。クルーズ客船の入港拡大等により増加が
見込まれる外国人観光客の県内消費拡大や受入環境の整備等、観光消費の拡大につな
がる取組を推進してまいります。

３．「アジア・国際戦略」については、国・地域別に様々な取組を進めており、各種交流事業
を積極的に展開するとともに、経済的実利の拡大による県内経済の活性化など、具体的な
成果に着実に結び付けることができるよう、部局間の連携を一層強化しながら推進してまい
ります。

４．このほか、大都市圏でのアンテナショップの開設など県産品の販路拡大やブランド化に
取り組むほか、 「長崎の歴史」の研究と活用や地域文化活動への支援、被爆70年にあたり
「被爆の実相の継承」及び平和発信等に取り組んでまいります。また、国の交付金を活用し
県産品や観光商品の域外消費の喚起を図る緊急対策を実施してまいります。

 世界遺産候補「明治日本の産業革命遺産」の平成27年登録と「長崎の教会群とキリスト教関連遺
産」の平成28年の世界遺産登録実現に向けて取組を推進

「明治日本の産業革命遺産」世界遺産登録推進事業費

「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」世界遺産登録推進事業費

【H26.2月補正】
（新）世界遺産海外啓発事業費 （世界遺産登録推進課）：２３９，５９１千円

【H26.2月補正】
（新）長崎デスティネーションキャンペーン推進事業費（観光振興課）：３５，８５６千円

 平成28年秋のＪＲデスティネーションキャンペーンを効果的に展開するため、長崎ＤＣ推進協議会
を中心にその効果を最大化するための体制を構築するとともに、顧客ニーズを捉えた「着地型旅
行商品」の磨き上げを行い、効果的な情報発信を実施
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 本県の歴史的資源について、国際的レベルの学術調査・研究を促し、「日本遺産」認定等のコンテ
ンツの充実や、効果的な情報発信を強化することで、観光・地域振興や国際交流を推進

（新）究める・つなげる「長崎の歴史」魅力発信事業費（文化振興課）：１８，２８１千円

 日中韓で文化交流、青少年交流、政府間交流など様々な交流事業を実施することにより、本県を
ゲートウェイとする人・物の流れの活発化を図り、３か国の実利を創出

（新）東アジア相互交流推進事業費（アジア・国際政策課）：２，７５２千円

 留学生等を活用し、海外の各市場で訴求力の高いと思われる観光資源・観光素材を外国人観光
客が利用しやすいメニューとして構築するとともに素材重視の情報発信を実施

【H26.2月補正】
（新）ディスカバー長崎海外誘客対策事業費（観光振興課）：２１，３６２千円

 人口減少や少子高齢化の進行が著しい離島半島地域を中心に、地域実行委員会等が、各地域
の独自性・自主性を活かして行なう、交流人口の増や創造的人材の育成等に繋がる文化芸術活
動を支援

（新）地域発「ながさき文化のちから」創生事業費（文化振興課）：３５，０７５千円

 平成34年の「九州新幹線西九州ルート開業」を見据え、「有識者懇談会（仮）」等を設置し「関西PR
戦略」を立案するとともに、本県の食を中心とした魅力を総合的にＰＲするための県産品ブランド
フェアを実施

【H26.2月補正】
（新）関西ＰＲ戦略＆商圏開拓事業費（物産ブランド推進課）：７，１４０千円

 東アジアクルーズを中心に増加傾向にある国内外クルーズ客船の誘致促進による観光客数の増
加を図るため、積極的な誘致活動を展開するとともに、佐世保港への誘致及び台湾からの誘致強
化、入港回数の増加や客船の大型化に対応するため、誘致・受入態勢の充実を推進

（拡）大型客船誘致促進プロジェクト推進事業費（観光振興課）：４９，７９３千円

 公共交通事業者や民間施設が行う外国人観光客受入のための公衆無線ＬＡＮや外国語案内表
記の整備等へ支援を行うとともに、外国人観光客の動向調査等を実施し戦略的な外国人観光客
誘致対策を推進

【H26.2月補正】
（新）外国人観光客受入環境整備推進事業費（観光振興課）：７２，０００千円



 長崎県物産展等において、プレミアム付の買物券等を発行することにより、長崎県産品の消費拡
大を促進

【H26.2月補正】
（新）長崎県産品消費拡大事業費（物産ブランド推進課）：２７２，５００千円

 県産品インターネット通信販売サイト及び長崎よかもんショップ・四谷等において、期間限定の割
引キャンペーンを実施することにより、長崎県産品の消費拡大を促進

【H26.2月補正】
（新）長崎県産品ネット等ＰＲ・販売拡大事業費（物産ブランド推進課）：４８４，２５５千円

 旅行会社（ネット系含む）を通じて、旅行宿泊プラン等に係る費用の一部を支援することにより、県
内各地における宿泊客の増加及び消費額の拡大を促進

【H26.2月補正】
（新）長崎誘客拡大支援事業費（観光振興課）：７５９，５５０千円

 被爆70年という節目の年に、被爆の実相の継承や被爆地から全世界に向けて情報発信を実施す
るとともに、県民の平和の意識の高揚を推進

（拡）長崎県平和発信事業費（国際課）：１９，３８５千円

 海外への長崎県産品のさらなる輸出拡大を図るため、商社機能を有する県内企業と連携し、販路
開拓・販路拡大を推進

【H26.2月補正】
（新）長崎県産品海外販路拡大事業費（物産ブランド推進課）：２２，８２５千円

 長崎県産品のＰＲ・販路拡大を図るため、大都市圏においてアンテナショップを設置

【H26.2月補正】
（新）「長崎うまかもんショップ」開設事業費（物産ブランド推進課）：２３９，０００千円

 大都市圏に新たに設置する「長崎うまかもんショップ（仮称）」において、期間限定の県産品の割引
キャンペーンを実施することにより、長崎県産品の消費拡大を促進

【H26.2月補正】
（新）「長崎うまかもんショップ」販売拡大事業費（物産ブランド推進課）

：１１５，０００千円

（地域における消費喚起策）
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【国体・障害者スポーツ大会部】

基本方針

平成２７年度は、長崎県総合計画の最終年度を迎えることから、掲げた目標の達成を図り
つつ、平成２６年に開催した第６９回国民体育大会（長崎がんばらんば国体）及び第１４回全
国障害者スポーツ大会（長崎がんばらんば大会）を契機として高まった県民のスポーツに対
する機運を、生涯スポーツの推進及びスポーツによる地域づくり、地域活性化につなげてま
いります。

１．長崎がんばらんば国体及び長崎がんばらんば大会の成果を活かし、県民総スポーツの
振興を図ります。

２．大型スポーツイベントの誘致や支援によりスポーツを活用した交流人口の拡大やスポー
ツ合宿の誘致など、県内におけるスポーツツーリズムの推進を図ります。

 国体等の成果を活かした市町の取組を支援することにより、「わがまちスポーツ」として地域の活
性化を推進

主な計上事業

（新）「わがまちスポーツ」推進事業費（県民スポーツ課）：３，０００千円

 国内外トップレベルのチーム・団体のスポーツ合宿等の誘致を支援することにより、地域の賑わい
創出を推進

スポーツ・地域にぎわいづくり推進事業費（県民スポーツ課）：１０，５５５千円

 大型スポーツイベントへの誘致支援によりスポーツを活用した交流人口の拡大を図り、県内にお
けるスポーツツーリズムを推進

大型スポーツイベント誘致・支援事業費（県民スポーツ課）：２，５４９千円
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【県民生活部】

基本方針

平成２７年度は、長崎県総合計画の基本理念のもと、県民の皆様が豊かで安心して暮ら
せる社会づくりの実現を目指し、次の施策を中心に取り組みます。

１．人を育てる、人を活かす取組として、仕事と家庭等の両立支援や企業等における女性の
活躍推進、女性力を活かした地域活性化などに取り組みます。また、人権が尊重される企
業づくりを推進するため、企業向け研修会の実施や啓発活動に取り組みます。

２．一人ひとりをきめ細かく支える取組として、安全性の高い食肉の生産を推進するため、と
畜場等へのＨＡＣＣＰ衛生管理システムの導入や疾病対策の支援など、食肉生産の総合的
な衛生対策に取り組みます。また、高齢者等に対する悪質商法等の消費者被害を未然に防
止するため、独居高齢者等への啓発活動等を警察と連携して取り組みます。

３．「地域発の地域づくり」を進める取組として、ＮＰＯ法人等と企業の協働を推進するため、
ＮＰＯ法人等・企業・行政との情報交換会等を実施します。また、認定・仮認定ＮＰＯ法人の
取得促進を図り、ＮＰＯ法人の基盤強化に取り組みます。

４．安全・安心で快適な地域づくりの取組として、防犯や交通安全活動に取り組む事業者等
と連携した安全・安心なまちづくりを推進します。

 官民一体の組織である「ながさき女性活躍推進会議」の活動を強化し、働きやすい環境整備等を
図るとともに、女性リーダーの育成・交流の場の提供等により女性の活躍を推進

（新）ながさき輝く女性応援プロジェクト費（男女共同参画室）：２９，５４２千円

 と畜場等におけるＨＡＣＣＰ衛生管理システムの導入を推進するとともに、生産者へ還元すると畜
検査データの活用を促進し、食肉の安全性向上を推進

（新）食肉ＨＡＣＣＰ・データ還元事業費（生活衛生課）：６，２９７千円

 悪質商法等のターゲットになりやすい高齢者等を消費者被害から守るため、警察と連携して、啓
発活動等を実施

 人権尊重の企業行動を推進していくため、企業の人事・労務担当者向け人権啓発セミナーを開催

 多様化する県民ニーズや地域課題の解決にきめ細かに対応するため、ＮＰＯ法人等と企業との連
携、協働を促進する情報交換会等を実施

（新）行政と警察のコラボによる消費者被害防止事業費（食品安全・消費生活課）:５，５４９千円

（新）ＮＰＯと企業とのパートナーシップ支援事業費（県民協働課）：１，６９０千円

（拡）人権・同和問題啓発費（人権・同和対策課）：２６，９９３千円

 「犯罪のない安全・安心まちづくり」、「交通安全」に関する社会貢献活動に取り組む県内事業者等
をパートナーシップ事業者として公募・登録し、連携しながら防犯・交通安全活動を推進

（新）長崎県安全・安心まちづくりパートナーシップ（モデル）事業費（交通・地域安全課）
：１，１０６千円

主な計上事業
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【環境部】

基本方針

平成２７年度は、長崎県総合計画の基本理念のもと、未来につながる環境にやさしい長崎
県の実現を目指して、「環境基本計画」や環境に関する個別計画に基づき、横断的かつ総合
的な環境保全対策を展開してまいります。

１．東アジア地域との環境保全に関する行政、研究交流を推進し、地域に共通する課題の
解決と人材育成を図ります。

２．低炭素社会への転換へ向け、県民、事業者、行政などが連携しながら、地球温暖化対
策の推進を図ります。

３．ニホンジカによる被害が大きい壱岐対馬国定公園において、希少動植物の保全に取り
組むことにより、自然観光資源の回復を図るとともに、九州自然歩道ルートマップなどの総合
的な自然体験情報を作成・ＰＲし、自然観光資源の活用を図ります。

４．廃棄物の減量化・資源化の取り組みをさらに推進することにより、ゴミのない資源循環
型の「ゴミゼロながさき」の実現に向け、県民、事業者、行政等が連携した廃棄物対策を推進
していきます。

主な計上事業

 東アジア地域との環境保全に関する行政・研究交流を実施し、地域に共通する課題の解決と人材
育成を推進

（新）長崎発東アジアの環境技術発信事業費（環境政策課）：７，０９８千円

 「長崎県地球温暖化対策実行計画」に基づいた県民総ぐるみの地球温暖化対策を推進

（新）地球温暖化対策実行計画推進事業費（未来環境推進課）：７，９５９千円

 壱岐対馬国定公園対馬地域において、ニホンジカによる生態系被害対策を実施し、希少動植物
等の自然観光資源を回復

（新）自然観光資源回復事業費（自然環境課）：６，５８０千円

 九州自然歩道ルートマップなどの総合的な自然体験情報を作成し、旅行業者等にＰＲを行うととも
に、ホームページ等を活用した情報提供ツールを充実

（新）自然ふれあい情報強化事業費（自然環境課）：４，１５２千円

 廃棄物の発生抑制・リサイクル推進のため、「ながさき環境県民会議」を中心としたゴミゼロ県民運
動の展開やバイオディーゼル燃料の再生利用を促進

（新）４Ｒ・ゴミゼロ推進事業費（未来環境推進課）：７，７８３千円
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【福祉保健部】

基本方針

平成２７年度は、県民一人ひとりを支える医療・介護・福祉施策の充実を目指して「長崎県
福祉保健総合計画」に基づき、誰もが安心して暮らし、健やかで生きがいのある自立した生
活を送られるよう各種事業を推進してまいります。

１ 住み慣れた地域で安心して生活できる医療・介護・予防・生活支援サービスの確保のた
め、人材の確保、地域医療体制の構築、地域包括ケアシステムの推進、認知症対策の推進
など各地域における医療・介護・予防体制の整備を図ります。

２ 県民一人ひとりが、健康に生活できる環境の整備を図るため、 「健康寿命」を延ばす方
策として、健康増進、疾病の予防、介護予防などに取り組みます。また、スポーツを通じて、
障害者の自立や社会参加を促進します。

３ きめ細やかな対応が必要な人達を支援するため、生活困窮者等を支える施策など地域
での支援や見守り等の充実を図ります。

主な計上事業

 地域医療機能の分化と連携を促進するため、地域医療構想（ビジョン）を策定するなど地域医療体制
の確保

(新）地域医療ビジョン策定事業費（医療政策課）：８，２８８千円

● 認知症介護技術向上研修の受講により、認知症介護の質の向上促進

介護予防推進事業費（長寿社会課）：５１５，０４２千円

 地域支援事業の充実等により、地域包括ケアシステムの推進

（拡）認知症施策等総合支援事業費(長寿社会課）：４５，７１３千円

 医療・介護・福祉人材確保のため、介護職場への参入促進、環境の改善及び不足する専門医の確
保

（拡）福祉人材センター運営事業費（地域医療介護総合確保基金事業費）
（福祉保健課）：５５，９７５千円

（新）救急科・精神科医師確保対策資金（地域医療介護総合確保基金事業費）
（医療人材対策室）：１２，６００千円

（新）ＮＩＣＵ勤務医確保支援事業費（地域医療介護総合確保基金事業費）
（医療人材対策室）：２５，９１９千円
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 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事
業の実施、住居確保給付金の支給、その他の支援体制の構築

● 障害者スポーツ活動の定着や裾野を広げる活動促進

（新）障害者スポーツ普及・活性化事業費（障害福祉課）：５，４１８千円

(新）生活困窮者自立支援事業費(福祉保健課）：３３，８３５千円

 平成２８年度に本県で開催される「第２９回全国健康福祉祭ながさき大会」の開催準備

全国健康福祉祭開催準備事業費（ねんりんピック推進室）：１００，５７４千円

 「健康寿命」を延ばすため、市町をはじめ関係機関、ボランティア団体と一体となって、県民一人ひと
りの生活習慣の改善や特定健診・がん検診受診率向上などを促進

（拡）健康ながさき２１推進事業費（国保・健康増進課）：１５，２３１千円
（拡）職場の健康づくり応援事業費（国保・健康増進課）：７，４０６千円
（拡）がん登録事業費（医療政策課）：２０，５０３千円



【こども政策局】

基本方針

「長崎県子育て条例」に基づき、安心して子どもを生み育てることができ、子どもが生まれて
きてよかったと感じる社会となるよう、県民総ぐるみの子育て支援を推進します。
平成２７年度から本格施行となる子ども・子育て支援新制度への円滑な移行を進めるととも
に、結婚・妊娠・出産から育児までの一貫した少子化対策を推進します。

１．婚活サポーター「縁結び隊」の支援体制の強化、産後の母子を支援する仕組みづくり、結
婚や子育ての楽しさを伝える講座の開催、ＩＣＴ活用による子育て支援情報の収集・発信等、
国の交付金を活用した事業を行います。
２．多子世帯に対する保育所、幼稚園の保育料軽減制度の対象について、対象となる第１子
の年齢を現行より引き上げ、第３子以降の保育料を無料化する市町に助成を行います。
３．保護者が安心して働ける環境整備のため、子ども・子育て支援新制度への対応及び放課
後児童クラブの更なる充実に努めます。
４．児童相談所職員に対する研修や、市町への研修実施、助言及び指導を行うことで、児童
相談所の体制強化を図ります。
５．社会的養護の充実を図るために、里親やファミリーホーム等への委託を推進し、里親等
の育成支援を行います。

主な計上事業

 地域少子化対策強化交付金を活用して行う、結婚、妊娠、出産、育児の切れ目ない支援

（新）婚活サポート事業費（こども未来課）： １３，３００千円
（新）健やかな妊娠・出産サポート事業費（こども未来課）： ４，４３１千円
（新）子育て情報プラットフォーム構築事業費（こども未来課）：１５，４０６千円

（新）地域の子育て力アップ事業費（こども未来課）：９，８１６千円
（新）子どもは宝文化醸成事業費（こども未来課）： ６，６７５千円 等

 社会的養護が必要な児童を家庭的環境の下で育てることができるよう、里親等の育成支援を実施

（拡） 里親育成支援事業費（こども家庭課）： １１，０６５千円

 特別な配慮を要する子どもとその保護者の支援のための療育を実施する市町への補助等

（拡）幼児教育推進事業費（こども未来課）： １，９８３千円

 夏休み限定の放課後児童クラブへの支援の拡充等、放課後児童クラブに対する県独自の支援

（新）放課後児童クラブ支援費（こども未来課）： ４４，５４２千円

 平成２７年度から本格施行となる子ども・子育て支援新制度関係事業

（新）施設型給付事業費（こども未来課）： ７，５０１，６０３千円
（新）地域型保育給付事業費（こども未来課）： ３０８，０５０千円
（新）地域子ども・子育て支援事業費（こども未来課）：６６３，４３４千円

 児童相談所職員に対する研修や、市町への研修実施、助言及び指導の支援等

（新） 児童相談所体制整備事業費（こども家庭課）： ２，８９０千円

 多子世帯に対する保育所、幼稚園の保育料軽減制度の対象を拡大

【H26.2月補正】（新）多子世帯保育料軽減事業費（こども未来課）： ７４，７２２千円
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【産業労働部】

基本方針

平成２７年度は、「長崎県産業振興ビジョン」の最終年度であるため、「地場企業の育
成」「新産業の創出・育成」「企業誘致の促進」の大きな３つの施策の方向性を継承しつ
つも、これまでの取組の成果や新たに生じた課題、県内経済環境の変化等を踏まえた取組
を進めていきます。
地場企業については、本県の基幹産業である造船関連を含むものづくり中堅事業の規模

拡大を支援するとともに、食品製造業等における中堅企業予備軍の商品開発や販路拡大へ
の支援等により、地場企業の競争力の強化が図られるよう取り組んでいきます。また、地
域産業を支える企業の中核人材や後継者等のものづくり人材の技術力向上など、人材育成
に取り組むとともに、成長するアジア地域など海外を含む域外需要の獲得へ向けた支援を
実施していきます。
また、我が国のみならず世界的な高まりを見せている再生可能エネルギーの導入へ向け

た動きを捉え、県内企業の新たな事業化に繋げていくための支援に取り組みます。特に、
本県の地理的特性を活かし、海洋再生可能エネルギー実証フィールドの構築及び拠点形成
から実用化へ向けた取組や、水素をはじめとした新エネルギー戦略に対応する取組などを
積極的に進めていきます。
人口減少等に伴う地域の衰退を防ぎ、地域を再生するための支援としては、県内におけ

る創業・起業への後押しをより一層進めるとともに、地域の商工業者への支援を充実させ
ていきます。
また、働く場の確保のため、民間のノウハウを活用しながら、企業のニーズに合致する

支援策を構築するなど、戦略的な企業誘致施策を展開するとともに、若者の県内就職支援
や、女性、高齢者等誰もが働きやすい職場環境づくりへの支援を実施するなど、人口の社
会減対策を進めていきます。
本県の産業構造の中で最も大きなウェイトを占めるサービス産業については、介護周

辺・健康サービス分野など、今後市場の拡大が見込まれる分野を見極めたうえで取組を進
めていきます。
これらを踏まえ、以下の方向性のもと関連施策を積極的に推進します。
１．中堅企業支援を核とした中小企業の振興 ２．戦略的、効果的な企業誘致の推進
３．新たなエネルギー産業の創出支援 ４．ものづくり人材の育成
５．県内企業の海外展開へ向けた環境整備 ６．地域再生に向けた商工業の振興
７．サービス産業の振興 ８．雇用の推進、労働環境の整備・改善

これらに加え、国のまち・ひと・しごと創生総合戦略の趣旨を踏まえ、ＵＩＪターン就
職の推進やロボット関連産業の創出支援等、新たな取り組みを積極的に進めていきます。

主な計上事業

 中堅企業予備軍（食品製造業等）を２ヵ年にわたって包括的に支援し、足腰の強い中堅企業へと
育成

【H26.2月補正】

（新）ふるさと企業包括支援事業費（産業振興課） ：２３，１８９千円

 本県の基幹産業である造船業の国内外を含めた現状把握を進め、環境変化に対応した事業戦略
の構築を支援し、安定した経営基盤の確保に向けた検討を実施

（新）造船関連産業競争力強化検討事業費（海洋産業創造室） ：２５，４４３千円
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 国が目指す水素社会実現への対応のため、本県の水素源掘り起こしや利活用の可能性について、
県内外の企業等から構成する研究会の運営等による調査・検討を実施

（新） 長崎県水素戦略策定事業費（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ推進室)              ：１０，９０９千円

 県内企業への就職を促進するため、県内企業におけるインターンシップを推進するとともに、県外
からの就職希望者への面接等にかかる経費助成などにより、人材確保ならびに人口減少対策に
寄与

【H26.2月補正】
（新）長崎の企業知名度アップ応援事業費（産業政策課） ：２２，６８２千円

 企業の中核人材となる人材育成を図るため教育訓練を実施し、地域産業を支える人材の育成な
らびに技術・技能の承継・高度化を促進

【H26.2月補正】
（新） 戦略産業における人材育成バックアップ事業費（産業政策課） ：４，２４８千円

 県内の関係機関と連携し、中小企業の海外展開を支援するプラットフォームの構築や、企業に対
する普及啓発活動等を実施

【H26.2月補正】
（新）中小企業海外展開支援プラットフォーム事業費（産業政策課） ：１，２０７千円

 東南アジア地域への本県企業の展開を促進するため、技能実習生の効果的な受入と活用へ向け
た取組みを行うほか、進出を検討する企業の支援等を実施

【H26.2月補正】
（新） ベトナム人材活用・経済交流促進事業費 （産業政策課） ：６，５３０千円

 窯業産地における中核人材の確保・育成を行うとともに、産地が主体となって実施する認知度向
上および販路拡大に向けた取組を支援

（新） 窯業人材育成等産地支援事業費（産業振興課） ：１０，６３１千円

 産業競争力強化法にもとづく市町を中心とした創業支援体制を構築するとともに、産業振興財団
と連携した創業支援事業の実施や市町が取り組む創業者発掘事業の支援等により、創業者の増
加ならびに育成促進を図る

【H26.2月補正】
（新）創業・起業支援事業費（産業振興課） ：８７，２２１千円

 本県海域の浮体式洋上風力発電及び潮流発電の実証フィールドの創設を推進するとともに、海
域内における海洋再生可能エネルギー産業の拠点形成を推進

【H26.2月補正】
（新）海洋エネルギー関連産業の拠点形成推進事業費 （海洋産業創造室）：１１，５５５千円

 民間企業等経験者の配置など、国や企業の動きを見据えつつ、総合的な施策を展開し、企業誘
致を推進

【H26.2月補正】
（新） 企業誘致総合展開推進事業費（企業立地課） ：５２，７１８千円
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 ワーク・ライフ･バランスの実現や誰もが働きやすい職場環境づくりを推進するため、中小企業等
に対し、アドバイザーを派遣するとともに労働セミナー等を開催

【H26.2月補正】
（新）企業活性化のための全員参加型職場環境づくり支援事業費（雇用労働政策課）

：６，７５０千円

 都市圏等から地方への人材還流を促進するため、「お試し就業（３ヶ月）」に対する助成等を実施

【H26.2月補正】
（新） ＵＩＪターン助成金交付事業費（産業政策課） ：３４，０８４千円

 県外に進学した大学生の県内就職促進を図るため、首都圏等の大学と就職協定を締結し、企業
説明会等を実施

【H26.2月補正】
（新） ふるさと就職応援プロジェクト事業費（雇用労働政策課） ：９，８４６千円

 首都圏等で活躍する本県出身のクリエーター（デザイナー等）との技術交流及び支援体制構築に
より、県内関連企業の技術力向上を推進

【H26.2月補正】
（新） クリエーター支援事業費（産業振興課） ：７，５１３千円

 市場拡大が見込まれるロボット関連産業の創出を目指し、県内企業の参入意向や本県における
ロボット活用分野の調査等を実施

【H26.2月補正】
（新） ロボット関連産業創出支援事業費（産業技術課） ：２０，７２４千円

 海洋再生可能エネルギー実証フィールドにおいて、民間投資活用を含めた事業可能性調査や海
域調査を行い、事業モデルを構築

【H26.2月補正】
（新） 海洋エネルギー実証フィールドビジネスモデル構築事業費（海洋産業創造室）

：１９９，８８１千円

 商工会・商工会議所が小規模事業者の地域資源を活かした商品・サービス開発や取引拡大等の
取組を支援するために必要な「広域経営指導員」や「専門コーディネーター」を配置

【H26.2月補正】
（新）地域ビジネス発展支援事業費 （商務金融課） ：２９，４００千円

 介護周辺・健康サービスの事業者間の連携や認知度向上を図るプラットフォームの構築とそこか
ら生まれるビジネスモデルの事業化支援を実施

【H26.2月補正】
（新）介護周辺・健康サービス事業化促進事業費（商務金融課） ：１３，６３８千円
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【水産部】

基本方針

平成27年度は「力強く豊かな水産業を育てる～もうかる水産業をめざして～」を基本
理念とする「長崎県水産業振興基本計画」の最終年度です。

しかしながら、平成20年の生産実績である30万トンを維持するとした海面漁業生産量
が平成25年に24万トンまで減少する中、漁業用資材・餌料価格等の高騰や魚価の低迷
は継続し、漁業経営を悪化させるとともに、漁業就業者の減少は引き続いています。

このため、

１．経営改善や新たな事業展開を目指す漁業者への経営指導・支援、漁船漁業と貝藻類養

殖の組合せ等による経営の多角化、養殖業における省コスト化・高品質化・協業化の推

進等による「収益性の高い魅力ある経営体の育成」

２．各地域がその特色を生かして策定する「浜の活力再生プラン」の実行、新規就業者の着

業支援と離職防止等による「浜と地域の魅力を活かした水産業の活性化と就業者確保」

３．消費地を意識した売れる商品づくり、本県水産物の強みの活用、水産物の輸出促進等に

よる「国内外での販路拡大と価格向上」

４．効果的な資源管理の取組や藻場回復推進等による「漁業生産の基礎を支える漁業環境

の整備」

を推進し、力強く豊かな水産業の実現を目指してまいります。

主な計上事業

 行政・研究機関・民間・漁業者等が連携し、藻場回復技術の検証、技術普及啓発、漁業者
等による活動組織の育成と取組の支援を行い、藻場回復を推進

【H26.2月補正】
(新)藻場回復等総合推進事業費(資源管理課)：７４，０６４千円

 省エネ型漁業への転換による経営体質強化のため、国事業を活用して省エネ機器(省エネエンジ
ン、LED集魚灯等)の導入を行う漁業者グループに対して支援を実施

【H26.2月補正】
省エネ転換緊急対策事業費(漁政課)：７０，６２４千円

 経営改善や新たな事業展開を目指す漁業者に対して、関係機関が連携して指導・支援を行う体制
を整備し、国・県の補助事業活用促進などにより、強い経営体づくりを推進

【H26.2月補正】
(新)水産経営支援事業費(漁政課)：１０，１１７千円

 水産経営支援事業を活用し、所得向上を目指す漁業者等が行う取組の支援に加え、漁協や市町
等が行う生産基盤整備等へ支援を行い、漁業者所得の向上と地域・漁村の活性化を推進

【H26.2月補正】
(新)新水産業収益性向上・活性化支援事業費(漁政課)：１５１，２３５千円
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 本県養殖業の収益性向上のため、高級新魚種や優良品種の導入、県内完結型クロマグロ養
殖の技術開発、産学官連携による餌料コスト削減等の取組、冬期加温による飼育期間短縮
技術開発を実施

【H26.2月補正】
(新)収益性向上養殖技術開発事業費(水産振興課)：１８，８０８千円

 漁場の円滑な利用のための漁業調整の継続に加え、漁業種類の多角化など収益性向上につな
がる漁業許可の有効活用や許可内容の見直しのため、漁業協同組合等が実施する試験操業へ
の支援を行うとともに、大学と連携して必要な調査を実施

(新)ながさきの海総合利用対策事業費(資源管理課)：８，２５７千円

 水産業に関する経営知識や技術、漁業制度などを体系立てて習得する場を設け、漁業生産と漁
村活力の確保に繋がる人材を育成

【H26.2月補正】
(新)未来に繋ぐ漁村塾事業費(水産振興課)：４，６０３千円

 本県沿岸域における重要資源(クエ、トラフグ、ガザミ)の早期回復のため、対象とする魚種
や海域の特性に応じた種苗放流や資源管理を組み合わせた取組を推進

重要資源育成支援事業費(資源管理課)：４７，７１０千円

 ヒラメ資源の回復のため、県内における放流推進体制の再構築と人工種苗の標識放流を行い、
効果的な放流方法の検討や、将来の関係県との共同放流体制整備に向けたデータ収集等を実施

ヒラメ資源回復共同放流推進事業費(資源管理課)：１８，９７５千円

 ＦＲＰ廃船にかかるリサイクル処理をモデル的に離島で実施し、リサイクル処理の推進体
制づくりを支援

(新)FRP漁船リサイクル処理体制づくり事業費(資源管理課)：７，１２９千円

 想定を上回る漁業就業者数減少が続く中、これまでの就業対策に、中高年層の着業支援を
新たに加え、幅広い年代にわたる就業者の確保育成を推進

【H26.2月補正】
(新)漁業就業者確保育成総合対策事業費(水産振興課)：８１，４８８千円

 収益性の高い経営体を育成するため、漁船漁業と貝藻類養殖の組合せによる経営の多角化、餌
の改良による養殖魚の生産コスト削減、養殖業者の協業化等、意欲ある生産者が行う取組を支援

【H26.2月補正】
(新)強い養殖業経営体づくり総合対策事業費(水産振興課)：２８，００９千円

 県産水産物の販売力強化を図るため、養殖トラフグ、養殖マグロの県内外販売促進、他県
産水産物との差別化研究による付加価値向上、消費地を意識した売れる商品づくり等の取
組を実施・支援

【H26.2月補正】
(新)水産県ながさき販売パワーアップ事業費(水産加工・流通室)：３１，３７３千円

 水産資源の適切な管理を推進するため、漁業者による資源管理計画の自己点検後、効果的
な資源管理の取組導入への支援等を実施

【H26.2月補正】
(新)資源管理計画高度化推進事業費(資源管理課)：２３，６５６千円
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 産地側からの販売先への研修や、産地での小売バイヤーからの指導・助言に基づく水産加
工品や未利用魚等の新商品開発・発掘等を行うことで、本県水産物の販路を拡大

水産バイヤー・トレード事業費(水産加工・流通室)：２３，４０９千円

【H26.2月補正】
水産物輸出促進事業費(水産加工・流通室)：４２，３４２千円

 適正な魚価形成を図り、多様な漁業生産体制を維持・強化するため、新たな輸出対象国への市場
開拓調査、海外における拠点設置支援等により水産物の輸出を促進

【H26.2月補正】
(新)地域創業支援に向けた総合水産試験場の基盤整備事業費(総合水産試験場)：

４９，６５０千円

 総合水産試験場に最新鋭の加工機器等を整備し、県内の漁業者・水産加工業者が新たな水産加
工品開発などを行う際の技術的支援体制を強化
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【農林部】

基本方針

「ながさき農林業・農山村活性化計画」の目標達成と農業所得の向上を図るため、平
成２５年度から品質向上、多収化、作付拡大、増頭により増収を目指す２８２の地域別・
品目別の産地計画の実現に向けた支援をはじめ、長崎和牛のブランド化や加工・業務
用産地の育成などの売れるものづくり、施設の長寿命化などのコスト縮減対策、また、
これら生産基盤を支えるための経営対策として、担い手への農地集積や基盤整備の促
進、労力を安定的に確保する地域労力支援システムの構築を進め経営規模の拡大を
支援してきました。
平成２７年度は、今後、担い手の減少等に伴う生産基盤の縮小が危惧されることから、
次の対策について取組みの強化を図っていきます。

１．新規就農者の受入促進
担い手の確保や産地の維持拡大を促進するため、新規就農者の受け入れを希望し、
受け入れに必要な研修先や就農農地などの態勢を整える産地や法人等を対象に、受
入団体等登録制度を新たに構築し、情報発信から就農に至るまで一体的な支援を行
います。

２．産地計画の目標達成に向けた取組みの強化
産地計画の推進を生産対策にとどまらず、農地の流動化、新規就農者等の担い手
確保などの生産基盤づくりと一体的に推進することで、産地全体としての所得向上の
実現を目指します。
また、地勢的に大規模化が難しい地域においては、新規品目や地域内流通を目指
した少量多品目による産地形成を推進します。
併せて、本県の主力品目である「いちご」や「かんきつ類」などのブランド力強化のた
め、消費者ニーズに対応したオリジナル品種の開発に取組みます。

３．畜産クラスター構築等による長崎和牛生産基盤の強化
地域の関係者が一体となって担い手の確保や増頭に向けた施設整備、粗飼料流通
組織等の育成並びにＩＣＴ技術を活用したスマート放牧の実証などを進める「畜産クラ
スター」体制の構築や、収益性向上を目指した肥育期間短縮技術の普及の早期化な
どにより、コスト縮減と生産頭数の拡大を目指します。

主な計上事業

 品目別技術対策の強化を図るとともに、産地計画に農地流動化による担い手の規模拡大や新規
就農者の受け入れ等に係る計画の策定を追加し、技術対策と連動させることで生産基盤の強化
を推進

【H26.2月補正】
（新）輝く園芸産地実現緊急支援事業費（農産園芸課）：１２９，９９４千円

 新規就農者の受け入れを希望し、研修先・就農農地の態勢を整えた産地や法人等を対象に、受
入団体等登録制度を新たに構築し、情報発信から就農に至るまでを一体的に支援

（拡）新規就農者対策費（農業経営課）：６０５，０１０千円
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 本県の主力品目である「いちご」や「かんきつ類」のブランド力を強化するため、消費者ニーズに対
応したオリジナル品種を開発

【H26.2月補正】
（新）ながさきオリジナル新品種開発推進事業費（農産園芸課）：７，１１３千円

【H26.2月補正】
（新）新規品目等チャレンジ農業支援事業費（農産園芸課）：３，５００千円

 地勢的に大規模化が難しい地域に対し、新規品目や地域内流通を目指した少量多品目による産
地形成を推進

【H26.2月補正】
（新）畜産クラスター構築事業費（畜産課）：２６８，００９千円

 地域の関係者が一体となって、肥育牛・繁殖牛の維持・増頭対策を検討する畜産クラスター体制
を構築し、担い手の確保や増頭に向けた施設整備、粗飼料流通組織等の立ち上げ・育成、ICT技
術を活用したスマート放牧の実証等を実施

【H26.2月補正】
（拡）長崎和牛生産強化促進事業費（畜産課）：１２０，１０４千円

 コスト縮減と実質的な増頭により収益性の向上を目指す肥育期間短縮技術の普及の早期化を図
るため、技術的支援を実施

 給食メニュー開発や、地域で面的にまとまった県産品の利用拡大を図るための交流試食商談会
の開催等を支援

（新）ながさき地産地消推進事業費（農山村対策室）：１５，０１２千円

 「長崎四季畑」認証商品の取引拡大と商品力向上のため、バイヤー招聘の実施や常時取扱店舗
の開拓を図るとともに、県産農産物の認知度向上のための空港アンテナショップの機能強化を支
援

【H26.2月補正】
（新）長崎ブランド農産加工品ビジネス支援事業費（農産加工・流通室）：１１，９７１千円

【H26.2月補正】
（新）長崎和牛肥育経営体育成強化事業費（畜産課）：２９，７１１千円

 繁殖牛の減少に歯止めをかけるため、優良雌牛導入に係る支援を拡充

【H26.2月補正】
（拡）肉用牛経営活力アップ事業費（畜産課）：８３，８５５千円

 最小限の投資で増頭に要する施設整備が出来るよう、空き牛舎の紹介・斡旋や既存牛舎の補改
修に対する支援を実施

 地域に構築された労力支援システムの機能向上を図るため、多様な人材の確保や作業員の技術
向上等に向けた取組みを支援

（新）地域労力支援システム強化支援事業費（農業経営課）：１４，９５２千円
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地域で進める鳥獣対策推進事業費（農山村対策室）：１，２４３，８３３千円

 鳥獣による農作物等被害を減少させるため、普及指導員･イノシシ対策A級インストラクターの指
導のもと、防護柵の整備や捕獲隊設置など地域ぐるみで取組む３対策を総合的に支援

【H26.2月補正】
（拡）木材流通拡大事業費（林政課）：１０，９１９千円

 地域材供給倍増協議会に新たな専門部会（ＣＬＴ部会）を設置し、県産材を活用したCLTの生産体
制の研究及び普及に向けた協議等を実施
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【土木部】

基本方針

本県の長年の課題である「県民所得の向上」、「人口減少の抑制」、「地域活力活性化」
を改善するために、人や産業・地域を支える社会資本の整備促進を行い、広域交通ネット
ワークの整備を加速させるとともに、県民の安全・安心な暮らしを守る長崎県土づくりに全
力で取り組んでいきます。

財政が厳しい中で、コスト縮減に努めながら、計画的かつ迅速な事業の推進を行い、地
域の個性に合わせた地域づくりを下支えする社会資本の整備を重点的に進めていきます。

（１）地域の活力を生み出すための広域交通ネットワークの形成とまちづくりの推進

農林水産業、製造業、観光等の産業振興による地域経済の活性化を図るため、その下
支えとなる道路や港湾などの交通ネットワーク整備を加速させるとともに、ＪＲ連続立体交
差などの渋滞対策やにぎわいを創造する市街地の再開発を行い、住みよい県土をめざし
ます。

（２）安全・安心を向上させるための事前防災・減災対策の推進

洪水、土砂災害、高潮災害、地震などの自然災害から、県民の安全・安心な暮らしを守り、
強い県土を目指します。また、これらのハード対策だけではなく、土砂災害警戒区域等の
指定や災害の危険性を広く周知を行うなど、被害を最小化するためのソフト対策も進めて
いきます。

（３）インフラ老朽化に伴う戦略的な維持管理・更新の推進

予防保全的手法を導入した維持管理計画に基づき、適切な時期に対策を行い、インフラ
施設の長寿命化を図り、次世代に貴重な社会資本を引き継ぎます。

主な計上事業

 テレビ、ラジオ等のメディアを通じ、防災活動に不可欠な各種情報を配信するシステムを構築し、
住民の安全な避難行動を支援する。さらに、平時からの啓発活動の充実を図ることで防災意識の
向上を図る

（新）災害避難アシスト事業費（砂防課）：１３，１３０千円

 県外からのＵＩターン希望者等向けに活用される、空き家の改修工事について補助を実施

（新）長崎型移住促進空き家活用事業費（住宅課）：４，０００千円

 原子力災害発生時に想定される避難道路について、既存の避難シミュレーションの結果を基に、
避難時に発生する問題点や課題の整理を行った上で、その対応策を検討

（新）原発避難道路調査事業費（道路建設課）：５，０００千円
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【公共事業】
 地域間交流や県内産業を支える高速 ・広域交通体系の確立のため、九州新幹線西九州ルート
（長崎ルート）のより一層の整備促進を実施

新幹線整備事業費負担金（新幹線事業対策室）：９，４２８，５５９千円

【公共事業】
 地域の活力を生み出すための広域交通ネットワークの形成とまちづくりの推進

【公共事業】
 安全・安心を向上させるための事前防災 ・ 減災対策の推進

ＪＲ長崎本線連続立体交差事業費（都市計画課）：３，２０４，１００千円

道路新設改良費（道路建設課）：５，８７８，０７３千円

島原道路整備費（道路建設課）：６，４９４，０３４千円

西彼杵道路整備費（道路建設課）:１，０２９，８４６千円

電線共同溝整備費（道路維持課）：７９７，１８０千円

厳原港厳原地区旅客埠頭整備費（港湾課）６８３，７４０千円

口ノ津港口ノ津地区旅客埠頭整備費（港湾課）：３１５，０００千円

市街地再開発費（住宅課）：９６，５３０千円

うち新規事業 一般国道２０７号道路改良事業（東長田工区）：４３，０５０千円

主要地方道厳原豆酘美津島線道路改良事業（尾浦～安神工区）：４３，０５０千円

交通安全施設費（道路維持課）：２，１１５，０３９千円

道路災害防除費（道路維持課）：２，６２８，７４８千円

総合流域防災事業費（河川課）：２，１５２，７２０千円

耐震強化岸壁整備費（港湾課）：１９９，５００千円

第一線防波堤改良費（港湾課）：４２５，０００千円

急傾斜地崩壊対策事業費（砂防課）：１，４８５，０４３千円

土砂災害警戒区域等の指定に係る砂防基礎調査費（砂防課）：１，１８８，１９９千円

耐震・安心住まいづくり支援事業費（住宅課・建築課）：３５，６６７千円

うち新規事業 雪浦川総合流域防災事業：１０５，０００千円

【公共事業】
 インフラ老朽化に伴う戦略的な維持管理 ・更新の推進

（新）公園施設長寿命化対策事業費（都市計画課）：５３，７００千円

橋りょう補修費（道路維持課）：２，０６３，２５０千円

舗装補修費（道路維持課）：９４８，１５０千円

港湾施設維持補修費（港湾課）：８４６，７４６千円

公営住宅建設費（住宅課）：１，３３３，５３８千円
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【教育庁】

基本方針

長崎県総合計画や第二期長崎県教育振興基本計画に基づき、「長崎の明日を拓く人・学
校・地域づくり」を目指した取組を推進します。
特に、子どもの問題行動などに対処するための教育相談体制の更なる充実や子どもたち
の学力・体力の向上に対する取組、安心して学べる教育環境づくり、地域・家庭教育力の向
上を図るため、次の施策を重点的に取り組みます。

１ いじめや不登校など子どもが抱える不安や学校だけでは対応できない生徒指導上の課
題に適切に対応するため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置を
拡充するとともに教員研修を実施し、教育相談体制の更なる充実に取り組みます。
２ 子どもたちの確かな学力向上を目指し、国や県が実施する学力調査の結果の検証を踏
まえた授業改善に引き続き取り組むほか、外国語教育の充実を図るための教員研修の
実施や学校・家庭・地域が連携して取り組む土曜学習を支援します。
３ 本県が持つ豊かな自然や文化を活用した離島留学制度の拡充や体験活動の実施及び
指導者養成の研修など社会教育の充実に取り組みます。
４ 長崎がんばらんば国体を契機に、県民のスポーツへの関心が一層高まる中、競技力の
維持・向上に努めるとともに、子どもたちの心身の健全な発達と健康・体力の増進に取り
組みます。

 教育分野、社会福祉等の知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを活用し、問題を抱え
た児童生徒の環境に働きかけたり、関係機関とのネットワークを活用するなど、多様な支援方法を
用いて、課題解決への対応を図る

主な計上事業

（拡）スクールソーシャルワーカー活用事業費（義務教育課）：５３，３１４千円

 「心の専門家」である臨床心理士等をスクールカウンセラーとして活用し、児童生徒が抱える悩み、
不安、ストレスなどを和らげるとともに、教職員・保護者等に指導助言することにより対応能力を高
め、問題行動の未然防止、早期発見・早期解決を図る

（拡）スクールカウンセラー活用事業費（義務教育課）：１９３，７４７千円

 教職員（管理職、生徒指導担当者）を対象とした福祉分野などの関連法規や支援制度の研修実
施及び対応マニュアルの作成

（新）重大事案対策事業費（義務教育課）：５，０２０千円

 小学校教員と中学校英語教員の英語教育力向上を図るため、全体研修及び地区別の悉皆研修
を実施する。また、小学校低学年からの英語教育の推進、小中が連携した英語教育の充実や県
独自の教材を活用して、中学生の英語の語彙力や表現力を高める取組を展開

（拡）小中高を通じた外国語教育強化推進事業費（義務教育課）：９，０４１千円
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 小学校の体育授業へ専門的な知識や指導力をもつ地域のスポーツ指導者を派遣し、小学校担任
とティームティーチングで授業を展開し、体育の授業の充実を図るとともに、著名なトップアスリート
による競技の実演や講演を実施し、子どもの運動への興味・関心を深め、運動意欲を高めること
により、体力の向上を図る

（拡）学校体育研究推進費（体育保健課）：２９，５８１千円

 学校給食における食物アレルギーへの対応など様々な現代的健康課題に対し、各学校が主体的
かつ効果的な取組を行うため、学校の管理職自らがリードし組織的に対応できる体制づくりを様々
なかたちで支援

（拡）学校保健研究推進費（体育保健課）：２１８，１４７千円

 教職員と連携して特別な教育的支援が必要な生徒の学習活動や学校生活上等の支援を行う特
別支援教育支援員を配置することにより、高等学校における特別支援教育の充実を図る

（新）高等学校における特別支援教育支援員活用事業費（高校教育課）
：１３，７２２千円

（新）ながさき土曜学習推進事業費（生涯学習課）：１６，６８０千円

 県内の子ども・親子を対象に「しま」のよさを活かした体験活動を実施し、参加者同士や「しま」の
人々との交流を深めながら、本県の特徴である島地域の自然・歴史・暮らしなどについての理解
及びふるさと長崎県の再認識を図る

（新）しまの魅力に出会う 日本の宝「しま」交流支援事業費（生涯学習課）
：６，７４５千円

 「長崎がんばらんば国体」の成果を引き継ぐとともに、東京オリンピックや世界選手権など、世界で
の活躍が期待できる選手の発掘・育成・強化等に取り組むことで、子どもたちをはじめ県民に夢と
希望を与え、明るく活力に満ちた魅力あふれる長崎県づくりに貢献

（拡）競技力向上特別対策費（競技力向上対策課）：２３６，２５１千円

 土曜日等における子どもの安全・安心な居場所を確保し、地域の多様な経験や技能を持つ人材を
活用して、学校教育の教科等に関連した体系的･継続的な「土曜学習」の展開を図る

 県内外から積極的な目的意識を持つ生徒が集う特色ある学校づくりを行い、教育活動の活性化と
地域活力の高揚を図る

（拡）高校生の離島留学推進事業費（高校教育課）：３４，６８１千円

 建築後37年が経過し、施設の老朽化が進み、宗家文書を始めとした対馬の貴重な文化財の保管

環境に課題を抱えている県立対馬歴史民俗資料館について、対馬市が整備する対馬博物館（仮
称）と併せて再整備し、調査・研究機能の強化を図る

（新）対馬歴史民俗資料館再整備事業費（学芸文化課）：１，７４３千円

 英語・中国語・韓国語の語学研修、グローバル企業への訪問研修の実施、生徒の国際的素養を
高める学校の取組への支援を行うことにより、本県とアジアとの地理的近接性を活かしたグローバ
ル人材の育成を図る

 損傷が著しい、県所有の国指定重要文化財である宗家文書（対馬宗家関係資料）を修復すること
で、今後一層の調査・研究を進めるとともに、公開・活用を図る

（新）宗家文書修復事業費（学芸文化課）：１５，２４９千円

（新）長崎から世界へ！高校生グローバルチャレンジ（高校教育課）
：１９，０４４千円


